
米沢市まちづくり総合計画　前期基本計画施策評価シート

第１章　挑戦し続ける活力ある産業のまちづくり

施策１-１　活力ある商工業の振興

１-１-１　既存商工業の経営支援（中小企業の振興）

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

（仮称）米沢市中小企業振興ア
クションプランに基づき、関係
団体等と連携・協力しながら中
小企業者の経営基盤の強化、経
営革新の支援、ビジネスチャン
スの機会創出等を促進します。

商工課

中小企業・小規模事業者の現
状や課題などの意見を聴く機
会として、業種により選抜し
た市内企業へ直接訪問し聴き
取りを実施。意思疎通を図
り、今後の取り組みや施策に
反映している。

様々な業種へ訪問している
が、直接聴き取りを行ってい
るため時間がかかり、一部の
事業者との意思疎通しかでき
ていない。今後も継続して行
う必要がある。

B 継続

2

後継者育成支援事業等の企業活
動支援施策の充実を推進しま
す。

商工課

米沢地域人材確保定着促進事
業において、後継者育成にも
つながる経営者向けのセミ
ナーを実施した。また、企業
の販路拡大や人材育成に向け
た支援施策を実施した。

更なる中小企業の振興に向け
て、企業活動支援施策に取り
組む必要がある。

B 継続

3

市内中小企業者が提供する製品
等の利用を図るなど、地域の経
済循環を促進します。

商工課

市が導入する電子機器等につ
いて、市内企業製造完成品の
購入に努めた。また、ものづ
くり産学連携コーディネート
事業の実施や置賜地域内企業
向け展示会等の開催により、
市内中小企業間の新たな受発
注を促進した。

地域の経済循環の更なる促進
のため、多くの企業が参加す
る利点のある展示商談会の開
催等、企業間のマッチングの
機会を増やす取り組みが必要
である。 B 継続

4

意欲ある経営者の育成を行い、
既存商工業の経営支援を行いま
す。

商工課

市内中小企業者による自社製
品及び商品の他県展示会の開
催や出展による販路拡大支
援、または地域活性化を図る
事業の開催に対する支援を実
施した。

支援制度について広く周知
し、活性化に向けた取組みに
対する支援を今後も継続して
行っていく必要がある。 B 継続

5

地域の商工団体や関係機関との
連携強化を促進します。

商工課

創業支援機関による施策をま
とめたガイドブックを発行
し、各支援機関の情報提供を
実施。また、創業支援のワン
ストップ相談窓口等と連携
し、相談者の相談内容やス
テージに応じた支援を実施し
た。

創業支援事業計画に基づき、
各支援機関と連携、情報の共
有を行いながら更なる創業の
創出を図っていく必要があ
る。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

参考資料２
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１-１-２　地域特性を活かした工業の振興

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

有機エレクトロニクス産業等、
次世代の成長産業への支援体制
を強化します。

商工課

ものづくり産学連携コーディ
ネート事業の実施により、山
形大学工学部の先端研究シー
ズと市内企業とのマッチング
を図ったほか、米沢産業育成
事業運営委員会の事業とし
て、研究シーズを市内企業に
広げるためのセミナーを開催
した。

市内外及び国内外の経済情勢
を注視し、先端技術の事業化
に向けた最適なマッチングを
行うよう努める。

B 継続

2

有機エレクトロニクス関連の
最先端技術の更なる躍進のた
め、海外の先進都市や企業と連
携を強化し、事業展開を促進し
ます。

商工課

日本貿易振興機構（ジェト
ロ）の地域間交流支援
（Regional Industry Tie-Up
: RIT）事業や経済産業省の
委託事業を活用しながら、本
市企業とドイツ（ザクセン
州）の企業との技術提携、共
同製品開発及び新規販路開拓
等を目指し、地域間ビジネス
交流事業を実施した。

海外ビジネスノウハウの獲得
と収益の拡大につなげ、今後
のグローバルマーケットに対
応しうる地域中核企業の創出
を図るため、今後とも継続し
た支援を行っていく必要があ
る。

B 継続

3

山形大学工学部等の研究開発力
やネットワークを活用し、新た
な技術開発を促進します。

商工課

山形大学有機材料システム事
業創出センターの取組みに対
して支援を行うことで、大学
から市内企業等へ技術移転が
推進されるとともに、大学の
研究成果について事業化が図
られている。

山形大学工学部や市内企業が
保有する最先端技術の事業化
に向けた取組みに対し、今後
も継続した支援を行っていく
必要がある。 B 継続

１-１-３　賑わいのある商業の振興

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

経営基盤の強化を図るため、経
営指導体制の強化や金融支援制
度の充実と合わせて、個店の魅
力を最大限に発揮し、何度も訪
れたくなるような店づくりを支
援します。

商工課

設備等の近代化や経営の安定
に必要な資金の借入を低利で
受けられる融資制度と合わ
せ、山形県信用保証協会の保
証制度を利用する場合の保証
料の一部負担を実施した。
個店の魅力発信では、一店逸
品プロジェクトが6クール目
に入り、専門家の直接指導や
意見交換会を重ね、自店のお
勧めについて開発や掘り起
し、ブラッシュアップを行
い、経営力アップを図った。

他の機関が実施している融資
制度の動向や経済情勢に注視
し、必要に応じて資金の内容
を見直す必要がある。
個店の魅力に更なる磨きをか
け、成果を市民のみならず観
光客にＰＲすると共に、参加
者の自主運営を促していく必
要がある。

B 継続

2

商店街組織と民間事業者の連携
等により地域のコミュニティ機
能を持つ商店街の形成を促進し
ます。 商工課

商店街組織に対して補助金に
よる支援を行った。商店街組
織では補助金を活用し、外部
民間事業者と連携を取りなが
ら商店街のイベント等を行
い、地域のコミュニティ機能
の強化が図られた。

商店街が縮小傾向にあり、一
部の商店街への補助事業と
なっている。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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１-１-４　地域ブランドの強化

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

地場産業や伝統工芸品のブラン
ド力向上とともに、異業種間の
連携による新たな商品開発を支
援します。

米沢ブ
ランド
戦略課

「挑戦と創造のあかし米沢品
質」のスローガンの基、産品
だけではなく、サービス・観
光・文化・行政等、様々な領
域での「挑戦と創造」を喚起
し、米沢全体の付加価値を高
めていくことを念頭に、TEAM
NEXT YONEZAWAを中心に異業
種間での連携を強化し、米沢
全体のブランド化を進めてい
くこととした。

本市における地域ブランドの
考え方がまとまったが、平成
３０年１１月から始動したば
かりであるため、認知度の向
上が急務である。また、TEAM
NEXT YONEZAWAの登録拡大を
進め、市民と共に米沢ブラン
ドを育てていく必要がある。

A 拡大

2

繊維産業等の技術開発や製品開
発の推進と、地域のものづくり
文化や地域資源を活用した新製
品等の開発を積極的に進め、本
市独自の製品づくりを促進しま
す。

米沢ブ
ランド
戦略課

米沢品質向上運動に参加する
プレイヤーであるTEAM NEXT
YONEZAWAとその中から生まれ
る米沢品質AWARDを本市独自
のブランド規格として推進し
ていくこととした。

令和元年１０月に初めて選ば
れる「米沢品質AWARD」を内
外にしっかり発信することに
より、AWARDを獲得するメ
リットを明確にすると共に、
無関心層やTEAM NEXT
YONEZAWA未登録者への周知を
図り運動を拡大していく必要
がある。

A 拡大

１-１-５　企業立地の促進と新産業の創出

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

米沢八幡原中核工業団地及び米
沢オフィス・アルカディアに新
たな企業の立地を促進します。

商工課

平成28年度より企業立地助成
金を拡充し、他地域と比較
し、競争力強化を行った。
また、米沢八幡原中核工業団
地及び米沢オフィス・アルカ
ディアへの新たな企業の立地
に向けて、平成30年度に県と
連携して県外企業へ立地意向
調査を実施するなど新規開拓
に取り組んだ。

米沢八幡原中核工業団地及び
米沢オフィス・アルカディア
について、産業用地の分譲が
進んできており、将来を見据
えた産業集積の在り方につい
て検討していく必要がありま
す。
新たに本市に立地した企業に
対し、人材確保支援や地域内
企業の紹介、地域文化の紹介
等についてサポート体制の強
化が求められる。

A 継続

2

米沢オフィス・アルカディアの
西側を研究開発拠点として位置
づけ、山形大学工学部等と連携
を図り、サイエンスパーク構想
の実現に向けた取組を推進しま
す。

商工課

米沢オフィス・アルカディア
のD区画を研究開発施設誘致
エリアとして位置付け、誘致
活動を展開した。
平成29年度に、山形大学にお
いて、大学の有する研究シー
ズを活用し、ベンチャー企業
創出や地域企業の事業拡大を
支援する有機材料システム事
業創出ｾﾝﾀｰを設置され、市で
は、当該施設の立地および事
業展開に対し支援を実施し
た。

企業の研究開発機関の立地要
件として、連携する学術研究
機関の存在のほか、良好な住
環境や職場環境、子育て施設
や高い教育レベル、レジャー
施設、交通アクセス等、まち
全体の魅力が重要な要素とし
て有り、単なる企業誘致の枠
では収まらない。

B 継続

3

大学の研究成果の事業化等によ
る新産業創出に向けた取組を促
進します。 商工課

平成29年度に山形大学が設置
した有機材料システム事業創
出ｾﾝﾀｰの新産業創出に向けた
取組みへ支援を行った。

地域企業に対する当該施設の
紹介および活用促進を行い、
大学と地域産業界との連携強
化を図る必要がある。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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１-１-６　新たな市場開拓の支援と販路拡大の促進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

国内にとどまらず、海外を視野
に入れた市場開拓を行い、地場
産品の販路拡大を促進します。

商工課

本市及び米沢商工会議所を事
務局とする米沢新産業創出協
議会によって、神奈川県川崎
市やドイツ連邦共和国ザクセ
ン州の機関と連携したビジネ
スマッチング事業を展開し、
市内ものづくり企業の販路拡
大を促進した。

国内外の経済情勢を注視し、
最適なマッチングの機会を提
供するとともに、海外取引を
通じた市内企業間の新規取引
の実現等、地域の経済循環を
促進する取組みが必要であ
る。

B 継続

１-１-７　創業（起業）の促進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

「米沢市創業相談窓口」を継続
して設置し、創業検討段階から
創業後のフォローアップまでの
創業に対する総合支援体制を充
実させます。 商工課

関係機関と連携し、創業相談
者に対する支援を行った。平
成30年度の本市の創業支援者
延べ人数は33名、うち創業者
延べ人数は11名であった。

創業に対する関心が強くない
人への普及啓発を行い、市内
企業力の向上を図る取り組み
が必要である。

B 継続

2

米沢産業育成事業等の推進によ
り、将来本市の産業を支える人
材の育成を支援します。

商工課

米沢産業育成事業において、
はんだ付け技術認定講座、
ヒューマンエラー講座、有機
エレクトロニクス関連技術講
座等の人材育成講座を実施し
た。

高度な人材育成に寄与するた
め、受講者からのアンケート
等により企業ニーズを把握
し、各種講座の充実を図る必
要がある。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策１-２　自然と文化、歴史を活かす観光の振興

１-２-１　観光推進体制の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

市内の観光関連団体等の組織強
化と連携強化を推進します。

観光課

・米沢観光物産協会と米沢コ
ンベンション協会を組織統合
し、類似事業の解消を図り、
本市観光振興の窓口の一本化
を図った。
・市が補助する四季のまつり
委員会を通じて、地域・各種
団体のイベント等へ支援する
など、市民主体事業の取組み
を促進した。

補助金等の交付や委託事業の
実施により、観光関連団体と
の連携事業の推進が図られた
が、期待された成果を継続し
て得ていくためには、観光関
連団体の一層の組織強化が必
要不可欠である。

B 継続

2

観光ガイドの充実を図るため、
観光客に対するおもてなしの心
の向上のための啓発活動を推進
します。

観光課

・増加するインバウンド客の
受入態勢の整備として、市内
観光事業者を対象とした研修
会を実施した。
・多言語指さし会話シートを
作成し、市内観光施設（店
舗）に配布することでおもて
なし向上の取組みを実施し
た。

観光施設（店舗）によってイ
ンバウンド対応状況に差があ
るため、国際交流員を活用す
ることで必要性の認識を高め
一層の受入態勢の強化に努め
る。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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１-２-２　地域資源等を活用した観光基盤の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

観光課

米沢四季のまつり委員会と連
携し、四季ごとのまつりの実
施及び各種イベントへの支援
により地域経済の活性化と観
光客の誘致を図った。

まつり開催時は、交流人口の
増に繋がっているが、通年通
しての交流人口増に繋がるよ
う、まつりを契機として知名
度の向上とリピーターの獲得
等改善をしていく必要があ
る。

B 継続

都市整
備課

平成28年に景観まちづくり基
金を創設し、これを原資とし
て、民間が行う城下町らしい
景観整備等の事業に対し、補
助金を交付しました。

事業実施箇所が点在している
ことから、事業効果をより高
めるために「まちなみ」を意
識した整備の取組が必要で
す。

B 継続

観光課

・米沢観光コンベンション協
会と連携し、国内外から農業
体験や農村民泊体験を生かし
た教育旅行の受入推進を図っ
た。
・温泉街や斜平山など観光資
源を生かしたまち歩きコース
の造成とまち歩きガイドブッ
クやホームページの整備を行
い、まち歩き観光を促進し、
滞在時間の延長を図った。
・上杉神社周辺の滞在時間の
延長と回遊性の向上を図るた
め、上杉記念館正面山門脇の
警護棟を改修し、米沢織の着
付け体験ができる和の軽飲食
提供施設「和庭」を整備し
た。

温泉や食など魅力あるコンテ
ンツが数多く存在している
が、それぞれの管理者等が繋
がっておらず、効果的な取組
みができているとは言い難
い。プラットフォーム的な役
割りを担う組織が必要になり
ます。

B 継続

 農林課

平成25年度から教育活動に伴
う農村民泊体験活動の受入を
実施して、農作業体験や自然
散策、伝統工芸体験などを提
供しています。関係者の勉強
会等を開催して受入質向上に
努めています。
平成28年度からはブランド戦
略のモデル事業として外食産
業と連携した米沢フェア、異
業種連携体験ワークショップ
を実施しています。
平成30年度からオール米沢食
文化推進協議会を立ち上げ、
米沢の食文化に関する体験提
案や食事、お土産セットの提
供に取り組んでいます。

民泊体験活動の事業継続、発
展のためには、高齢化による
受入家庭の担い手減少対策が
課題です。
　食文化による体験観光推進
については、顧客目線の商品
づくりに努めるとともに、現
時点の財源である国補助が終
了する前に、事業実施主体が
事業を継続できる基盤をつく
り、継承していくことが課題
です。

B 拡大

3

山形県・置賜地域の玄関口とな
る「（仮称）道の駅よねざわ」
を整備します。

観光課

・平成30年4月21日に、地方
創生推進拠点となるゲート
ウェイ型の重点道の駅「道の
駅よねざわ」を開業した。
・総合観光案内所を運営する
米沢観光コンベンション協会
が第2種旅行業に登録し、旅
行商品の造成販売を行い、本
市及び置賜への周遊促進を
図った。

道の駅米沢を拠点とし、市内
及び置賜周遊の促進を図る必
要がある。

A 拡大

1

本市独自の歴史と文化を活用
し、城下町らしい景観整備を推
進するとともに、米沢四季のま
つりや地域の伝統祭りの活性化
を図ります。

2

豊かな自然、豊富な温泉資源、
伝統的な食文化等のブランド力
を高め、体験型観光及び施設の
整備を推進し、滞在型観光地へ
の取組を促進します。
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商工課

オール米沢（置賜）を体感・
創造・発信する道の駅をコン
セプトに「基本構想」、「基
本計画」、「基本設計」の内
容をもとに、山形県及び関係
機関と協議を重ねながら、
「実施設計」を取りまとめ
た。「地域外から活力を呼ぶ
ゲートウェイ型」の道の駅と
して国土交通省の重点「道の
駅」に選定され、平成30年4
月20日に開業。

「道の駅米沢」を核とした地
域内観光案内ネットワークの
構築を図り、情報発信機能の
強化を図る。

B 継続

土木課

「道の駅米沢」の建設に伴
い、周辺道路(市道元立西谷
地線及び市道元立西谷地支
線)の整備を行いました。

特にありません。
（事業完了のため）

B 廃止

4

国内外からの様々な観光客を
受け入れられるよう、多言語表
記の案内看板の設置や観光施設
の環境整備を推進します。 観光課

・多言語指さし会話シートを
作成し、市内観光施設（店
舗）に配布することで受入環
境の整備を行った。

観光施設（店舗）によってイ
ンバウンド対応状況に差があ
るため、国際交流員を活用す
ることで必要性の認識を高め
一層の受入態勢の強化に努め
る。

C 拡大

１-２-３　誘客宣伝活動の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

多くの観光客に本市を訪れてい
ただくため、国内各地での誘客
イベントや、おしょうしな観光
大使による誘客ＰＲを継続して
いくとともに、ホームページや
ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス等を活用した情報
発信や誘客宣伝活動を推進しま
す。

観光課

・各種イベントや物産展への
出展やおしょうしな観光大使
を活用したPR活動等を継続的
に行い、本市の認知度向上を
図り誘客促進につなげた。
・多言語対応の「おきたま観
光ポータルサイト」を構築
し、置賜管内の観光やイベン
ト情報、旅行商品の造成販売
を行い、広域観光の推進を
図った。
・インスタグラムを活用し、
「よねざわ女子旅」として投
稿し、女性の視点で米沢の魅
力を発信した。
・インバウンドとしては、本
市ターゲットの台湾、欧米
豪、東南アジア諸国のファム
ツアーの受入れ及び現地雑誌
への記事投稿、インフルエン
サーによるSNSでの発信など
に取組んだ。

・本市が非常に弱い部分であ
るマーケティングによる観光
施策の実施を強化するため、
外部人材を活用し、多様化す
る旅行者ニーズをより深く・
正しく知ることが重要であ
る。
・外国人視点でのインバウン
ド施策推進が弱かったため、
JETプログラムの国際交流員
を配置し、インバウンド強化
を図っていく。 B 拡大

2

旅行業者等と連携し、魅力ある
旅行商品の開発を推進します。

観光課

米沢観光コンベンション協会
が第２種旅行業に登録された
ことにより、旅行商品造成が
可能となり、道の駅米沢総合
観光案内所を中心に旅行商品
の造成及び販売を実施してい
る。

着地型旅行商品を造成販売す
る一方で、実際の催行実施に
至っていないなど、来訪者の
ニーズに合った商品が展開で
きていない。また、広域連携
による商品造成も未成熟であ
り、成果を向上させる余地が
ある。

C 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

3

山形県・置賜地域の玄関口とな
る「（仮称）道の駅よねざわ」
を整備します。
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施策１-３　消費者や時代のニーズに合った農林業の振興

１-３-１　多様な農林業の担い手の育成・支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

地域農業の中心となる意欲ある
認定農業者、農業法人、集落営
農組織等を育成、支援します。

農林課

本市単独支援事業の対象を認
定農業者に限定するなどし
て、重点的な支援措置を行い
ました。

認定農業者になることや法人
化することの意義やメリット
が十分に理解されておらず、
農業者が当該制度を積極的に
活用するような状況にまで
至っておりません。

B 継続

2

新規就農者、高齢者、兼業農家
等の地域で活躍する多様な担い
手を育成、支援します。

農林課

新規就農者について、各種支
援事業を通して経営の安定と
定着を図りました。高齢者や
兼業農家について、認定農業
者の要件を緩和するなどし
て、当該農業者がより担い手
として取り組みやすい環境整
備を行いました。

離農者の増加などにより、担
い手そのものが減少傾向にあ
ります。

B 継続

3

外部からの農林業の担い手を確
保するための仕組みづくりを推
進します。 農林課

関係機関と協力しながら、新
規参入希望者の相談体制を整
え、希望者がスムーズに就農
できるように努めました。

こちらから新規参入者を確保
しにいくような積極的な取組
は実施できていない状況で
す。

B 継続

１-３-２　安全で良質な付加価値の高い農畜産物の生産

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

環境保全型農業の推進、防疫体
制の強化等により安全で信頼さ
れる農畜産物を供給し、米沢産
農畜産物のブランド化を推進し
ます。

農林課

環境保全型農業直接支払交付
金事業の推進、首都圏におけ
る米沢産農畜産物の消流宣伝
を推進しました。

環境保全型農業の取組みは、
有機栽培農家のみとなってい
るため特栽農家にも周知し取
組拡大を図る必要がありま
す。

B 拡大

2

「つや姫」、「酒米」等の付加
価値の高い米や消費者ニーズの
高い園芸作物づくりを推進しま
す。 農林課

「つや姫」、新しいブランド
米「雪若丸」の栽培面積拡大
や各種支援事業の活用による
園芸作物の生産拡大を推進し
ました。

酒米は、酒蔵独自の研究会が
栽培しており、新規での取り
組みは難しい状況にありま
す。新たな高付加価値農産物
を発信していく必要がありま
す。

B 継続

3

飼料自給の向上、生産基盤を充
実させるなどして米沢牛をはじ
めとする畜産物のブランド力を
向上させます。 農林課

水田活用の直接支払交付金を
活用した飼料作物作付面積拡
大による自給飼料の確保や、
各種支援事業を活用すること
により生産基盤の強化を図り
ました。

より一層のブランド力向上・
強化のためには、増頭が必須
と考えます。定住自立圏構想
の中で増頭政策を推進してい
く必要があります。

B 拡大

4

うこぎ、雪菜等の地域伝統野菜
の伝承と販路拡大を進めるとと
もに、新たな地域特産農産物の
生産拡大を支援します。

農林課

伝統野菜に触れ関心を持って
もらうためのイベントを実施
しました。伝統野菜の生産施
設整備の支援を行いました。

伝統野菜は、栽培地や栽培農
家が限定されます。高齢化や
後継者不足により生産拡大は
難しい状況にあります。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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１-３-３　農業経営の効率化、生産基盤・流通体制の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

農林課

プラン見直しの話合いを行
い、地域の現状把握等に努め
ました。機構集積協力金を有
効に活用しながら、担い手へ
の農地の集積を行いました。

地域農業の将来を見据えた話
合いが行われるよう、農業委
員・農地利用最適化推進委員
と連携して進めて推進してい
く必要があります。担い手へ
の集積は一定程度進んでいる
が、集約が思うように進んで
いない状況です。

B 継続

農業委
員会

意欲ある農業者への農地集
積・集約化のため、農地の借
入等を行った認定農業者に補
助金を交付して農地流動化の
促進を図った。

平場の農地は、担い手等への
集積が進んできているが、未
だ山間地等では低調なため、
人・農地プランを基にした農
業委員等による、農地の掘り
起し等の更なる利用調整が必
要。

B 継続

2

ほ場、農道、農業用排水路等の
農業関連施設の整備を推進しま
す。

農林課

県営事業等により年次計画に
て行いました。

国の予算配分の影響で年次計
画変更が発生しています。 B 継続

3

流通業者や小売業者との連携に
よる販路拡大、インターネット
の活用や直売所の設置等による
産地直送販売の促進、食育、地
産地消の推進等により、多様な
流通経路の確保を推進します。

農林課

平成30年度に道の駅米沢内に
農産物等直売所及び加工施設
を設置して、地産地消の推進
に努めています。
学校給食の地産地消推進のた
め、卸売業者や小売業者、学
校、市が連携して、地場産農
産物供給事業に取り組み、置
賜産農産物の積極的使用に努
めています。

直売所施設の整備は完了して
いるので、今後は直売所出荷
者協議会の登録者数の増加に
努め、地元産農産物の出荷量
拡大に努めていく必要があり
ます。
地産地消の推進については、
現在積極的に取り組む学校給
食の他には、まず現状の把握
が必要です。

B 拡大

4

地域特産農産物等を活用し、地
域の総合力を発揮した６次産業
化を推進します。

農林課

補助事業等を活用し、新たな
加工品の開発等を支援しまし
た。

自らの生産物を自らが加工・
販売、または企業と連携して
加工・販売するという意識を
持っている農業者がまだ少な
いと思われます。今後も、継
続して６次産業化の取組を推
進してくことで農業所得の向
上を図っていきます。

B 継続

5

青果物地方卸売市場のあり方に
ついて検討します。

農林課

3回のあり方検討会と先進地
視察を実施し、施設整備を含
めた今後のあり方を検討しま
した。

施設整備については開設者と
卸売会社が折半する方針です
が、あくまでも市の支援状況
によります。民営化について
も今後の経営状況によりま
す。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

人・農地プランの策定と見直し
を行い、意欲ある農業者への農
地集積・集約化を図り、農業経
営の効率化や生産基盤の強化を
促進します。
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１-３-４　都市と農村の交流

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

農林課

教育旅行受入事業として、
H28～H30年度までに620人が
米沢で農村民泊をしながら、
農作業体験や自然散策、地域
の文化について触れる機会を
提供しました。

教育旅行受入事業について
は、受入家庭となる担い手の
高齢化が進んでおり、特に担
い手確保が課題です。 B 拡大

観光課

都市と農山村の交流拡大を図
るため、自然を生かした田ん
ぼアートや国内外からの教育
旅行の受入れを積極的に行い
グリーンツーリズムの推進を
図った。

・教育旅行の受入家庭の固定
化と高齢化を解消していかな
ければならない。
・田んぼアートについて、小
野川温泉宿泊との連携した参
加者確保を強化していく必要
がある。

B 拡大

2

市民が気軽に利用できる市民農
園の整備を推進します。

農林課

市内３か所に市民農園を開設
し、農地をもたない市民を対
象に貸し付けを行いました。

開設している農園のうち１農
園について、利用者が著しく
減少しており、今後のあり方
について検討する必要があり
ます。

B 継続

3

首都圏のアンテナショップ等を
活用して交流・誘客のための情
報発信を積極的に行います。 農林課

常設のアンテナショップは
H28年8月末撤退。山形県のア
ンテナショップ等、首都圏に
おけるイベントを活用し情報
発信を行いました。

情報発信後、誘客へ繋がった
か効果が見え難い課題があり
ます。状況に応じた情報発信
方法について検討が必要で
す。

C 継続

１-３-５　森林資源の利用・保全

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

良質材の生産や森林の公益的な
機能の維持増進を図るため、間
伐等の適正な森林整備を推進し
ます。

農林課

米沢市森林整備計画を策定
し、適正な森林整備の方向性
を明確にし、伐採届出の審査
により、適切な森林整備の指
導を行いました。

山林の境界が不明確であり、
森林整備等の支障となる場合
があります。山林の境界明確
化が必要と考えます。

C 継続

農林課

新文化複合施設への市有林利
用を行いました。また、平成
28年度までは市単独補助によ
りペレットストーブの普及を
行いました。

木質バイオマス発電所の開業
に伴い、地産材の利用を促進
し、森林循環をより一層図る
必要があります。

B 拡大

都市整
備課

多くの市民が利用する公共建
築物の木質化等を図ることに
より、木との触れ合い、木の
良さを実感する機会を提供す
ることで、木材の利用促進を
進めました。

建築基準法や経済性等の問題
から、構造体そのものを木造
化するというのは難しい面が
あることから、今後は、木質
化の見せ方等も検討する必要
があります。

B 継続

3

緑とのふれあいを通した環境保
全の心を育むため、学校や地域
と連携して森林体験学習を推進
します。

農林課

みどり環境交付金活用事業に
おいて、学童クラブ等を対象
に森林体験学習イベントを行
いました。

イベント実施数と他事業のバ
ランスを図る必要がありま
す。 B 継続

4

林道等の林業基盤の整備を推進
します。

農林課

林道の法面保護や路肩改良等
を行いました。

レーザ航測等を実施し、森林
のポテンシャルを分析し、林
道等を整備すべき区域を改め
てゾーニングする必要があり
ます。

C 継続

2

地域の森林資源の利用による林
業・木材産業の活性化を図るた
め、公共建築物等への地産木材
の利用拡大と木質バイオマスエ
ネルギーの利用を促進します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

都市と農山村の交流拡大を図る
ため、自然を活かした田んぼ
アートや教育旅行等のグリーン
ツーリズムを推進します。
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施策１-４　安定した雇用と働きやすい環境づくりの推進

１-４-１　多様な職業の創出と就業の場の拡充

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

新たな産業の創出や起業家の育
成を図るとともに、企業立地を
促進し、多様な職業、就業の場
が選択できる環境づくりを推進
します。

商工課

山形大学では起業家育成プロ
グラムを実施しているほか、
大学の有する研究シーズを活
用し、ベンチャー企業創出や
地域企業の事業拡大を支援す
る有機材料システム事業創出
センターが設置され、市で
は、当該施設の立地及び事業
展開に対し支援を実施した。
企業立地に関しては、米沢八
幡原中核工業団地及び米沢オ
フィス・アルカディアについ
て、企業誘致により産業用地
の分譲が進んでおり、多様な
業種が立地した結果、新たな
雇用の創出が図られました。

更なる起業家・創業者の育成
やベンチャー企業の創出に取
り組む必要があるとともに、
育成された起業家・創業者や
揺籃期にあるベンチャー企業
等へのサポートの充実によ
り、企業等を育成していく必
要がある。また、本市に新た
に立地した企業の労働力確保
に向けて、関係機関と連携し
て取組む必要がある。 B 継続

商工課

広報および就業(内職）相談
にて、ハローワーク米沢の女
性・若者向け就労相談窓口の
周知を図った。

さらなる就業機会の確保のた
め、企業に対し関係助成金の
周知等に努める必要がある。 B 継続

高齢福
祉課

米沢市シルバー人材センター
の運営活動に要する経費や事
業費の一部を助成し、高齢者
の就業機会の開拓に努めまし
た。

定年制の延長等、社会情勢の
変化に対応しながら、登録会
員及び受注件数の増加に向
け、更なる啓発活動を進める
必要があります。

B 拡大

商工課

広報にて厚労省の事業につい
て周知するとともに、就業
(内職）相談において障がい
者から求職の相談があった際
には関係機関と連携を図っ
た。

地域の障がい者雇用者数は増
加傾向にあるものの、法定雇
用率の上昇及び障がい者雇用
義務対象事業所の拡大によ
り、雇用率は県及び全国を下
回っている状況である。継続
して国の事業を周知し、受入
れ企業の掘り起こしを図る。

B 継続

社会福
祉課

障がい特性や本人の得意・不
得意に合わせた就労の場の選
択について、公共職業安定所
や障害者就業・生活支援セン
ター、就労系障がい福祉事業
所等と連携しながら支援を行
いました。

市内には就労系障がい福祉事
業所が多く、選択肢が多いこ
とは強みではありますが、雇
用契約を結ぶ就労Ａ型事業所
が少ないことや、一般就労へ
の移行が少ないことが課題で
す。

B 継続

商工課

関係機関と連携し、学校と地
元企業との懇談会、地元高校
生を対象とした企業説明会及
び職業体験会、大学生向け企
業見学会等を実施した。

有効求人倍率が依然高止まり
傾向にあることから、継続し
て地元就職を促進する必要が
ある。 B 継続

総合政
策課

奨学金の貸与を受けた大学生
等が、地元に就職し、かつ、
本市に定住した場合、奨学金
返還を一定程度支援する。将
来の担い手となる若者の市内
回帰・定着を促進し、市内の
中核的企業等のリーダー的人
材を確保する。

制度の周知が不十分であるた
め、県と連携しながら利用を
促進し、移住定住につなげる
こと。

B 継続

2

女性や若者、高齢者等の就業機
会を拡充するため、関係機関と
の連携強化や啓発活動を推進し
ます。

3

障がい者雇用の拡大を図るた
め、相談支援体制を強化し、障
がいに合わせた就労支援を推進
します。

4

企業や教育機関と連携を強化
し、新規学卒者の地元就職を促
進します。
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商工課

米沢地域人材確保定着促進事
業として、都内及び仙台市で
開催されたＵＩＪターン希望
者向けイベントに参画した。

UIJターン者の支援において
は、就労環境だけでなく、ま
ちの魅力や住宅施策も重要で
あるため、関係課とより密に
情報共有し事業展開する必要
がある。

B 継続

総合政
策課

首都圏等の移住希望者に対
し、移住イベントや米沢暮ら
しセミナーにおいて、本市の
企業や起業支援策等の情報提
供を積極的に行う。

マッチングサイト（山形県移
住支援事業費補助金）への企
業登録を増やしていく。 B 継続

１-４-２　職業能力の向上

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

就業者の職業能力向上のため
に、関係機関と連携を推進しま
す。

商工課

国・県等主催の事業につい
て、広報掲載等により周知を
図った。
建築業従事者の訓練校である
米沢市高等技能専門校に対し
補助金を交付し、若手技能者
の能力向上を図った。

どの機関も事業への参加者募
集に苦慮しているため、周知
の手段等につき実施機関と見
直しを図る。

B 継続

商工課

山形大学及び米沢インターン
シップ協議会と連携し、学生
及び企業向けにインターン
シップ説明会をそれぞれ開催
した。

インターンシップ支援が地元
就職に結びついているのか、
大学側と連携し精査する必要
がある。

B 継続

学校教
育課

　米沢市中学校「米沢チャレ
ンジウィーク」で、市内の中
学生が学区内を中心とした企
業や市関係の事業所で４日間
の職業体験学習を行っていま
す。

多様な職種の事業所の開拓が
必要です。

B 継続

１-４-３　労働者福祉の向上

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

労働者福祉制度に関する知識の
普及を図るとともに、事業所に
おける労働環境向上に向けた啓
発活動を推進します。

商工課

広報掲載及び公共施設でのチ
ラシ、パンフレット設置等に
より啓発活動を行った。

事業所における労働環境向上
の機運がますます高まってお
り、継続して啓発活動を行っ
ていく必要がある。

B 継続

2

誰もが働きやすい職場環境の形
成に資するため、関係機関との
連携を推進します。 商工課

広報掲載及び公共施設でのチ
ラシ、パンフレット設置等に
より周知を図った。

誰もが働きやすい職場環境の
実現を目指して、継続して関
係機関と連携し、各事業所へ
の周知を図る必要がある。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

 ＵＩＪターン者への支援を強
化することにより、就業人口の
拡充を促進します

2

産学官が連携して職場体験やイ
ンターンシップ等を推進し、働
くことへの意識向上を促進しま
す。

5
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第２章　郷土をつくる人材が育つ、教育と文化のまちづくり

施策２-１　生涯にわたり学べる環境づくりの推進

２－１－１　学習機会の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

高度化、多様化する学習ニーズ
に対応した講座等の開催を推進
します。

社会教
育課

〇赤ちゃんとのふれあい体験
（H30～全中学校対象）
〇赤ちゃんと遊ぼう出前講座
（H30～高校１校）
〇イングリッシュ・キャンプ
（H29～中高生対象）
〇米沢栄養大学と共催の公開
講座（H30に2回）
〇親子deチャレンジ（H30に5
回）
〇1・2歳の子を持つママに贈
るとっておきのじかん（H30
に夏・秋各4回）
〇コミセンと共同開催　米沢
地域力講座（H30に7講座）

幼児から成人まで幅広い世代
に対し、学習機会をすること
ができた。多様な学習ニーズ
に対応し、「赤ちゃんとのふ
れあい」「英語」「読育」等
に関連した新しい講座を企
画・開催できた。しかし、少
子化に伴って、以前と比べて
参加人数が伸びない講座もあ
り、開催日時の変更や講座の
内容を改めて検討する必要が
ある。

A 継続

2

学習活動の場や発表の機会の提
供とともに、多様な学習ニーズ
に応える学習相談体制を強化し
ます。

社会教
育課

生涯学習フェスティバルの実
施
鷹山大学の運営

市民主体の生涯学習を推進す
るため、当面は継続した支援
が必要である。 B 継続

3

米沢鷹山大学等の各種講座の充
実を図るとともに、高等教育機
関と連携した生涯学習講座の開
催等、各種団体や市民のネット
ワーク形成と交流を促進しま
す。

社会教
育課

生涯学習ガイドブックの作成
（年２回）、米沢鷹山大学企
画講座・米沢市ボランティア
マナビスト養成講座の実施及
び高等教育機関開放講座（山
形大学工学部及び米沢女子短
期大学）の実施

B 継続

4

地域の学習活動拠点となるコ
ミュニティセンターの学習講座
等を充実させます。

社会教
育課

コミセン職員研修会の実施

B 継続

２－１－２　学習環境の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

図書館機能を充実させ、誰もが
利用しやすい環境を整備すると
ともに、貴重な古典籍や古文書
等の郷土に関わる資料の収集、
整理と活用を図り、情報発信機
能を強化します。

文化課

新図書館は、休館日を月1
回、開館時間の延長などを行
い利用者の利便性を図り、利
用者数の増加につながった。
また、図書購入費の増額によ
り蔵書の充実が図れた。事業
では、先人顕彰コーナーや郷
土資料コーナーでの企画展
示、郷土資料を活用した歴史
講座や、英語多読など新しい
事業への取り組みも行いまし
た。

開館から3年が過ぎ利用者が
固定化しつつあるため、より
多くの方がもっと気軽に来館
できるような方策を検討する
必要がある。

A 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策２-２　子どもたちが健やかに成長する環境づくりの推進

２－２－１　学校教育の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

いのちを育む大切さ等、豊かな
人間形成と人間関係づくりの教
育を充実させ、不登校やいじめ
等の未然防止を図るとともに、
学校不適応の子どもたちへの一
貫した支援を推進するため、支
援体制の整備や関係機関との連
携を図ります。 学校教

育課

「だれもが行きたくなる学校
づくり」の手法であるピアサ
ポート、SEL、協同学習によ
り、人間関係づくりを充実さ
せています。また、スクール
ガイダンスプロジェクトで
は、不登校・不適応の未然防
止に向けて、小・中学校に適
応指導員等を配置し、個別に
支援できる体制を作っていま
す。支援体制の連携を図るた
めに月１回のミーティングを
学校教育課と適応指導教室で
実施しています。

不登校・不適応未然防止の支
援体制を強化していますが、
不登校の発生率の低下に成果
が見えない状況です。現在の
不登校児童・生徒の抱える問
題は、学校生活だけでなく、
家庭環境にも大きく影響する
ことから、家庭支援にも力を
入れていく必要があります。 B 継続

2

郷土に愛着を感じ、本市の将来
を担う意欲ある人材を確保する
ため、心の教育の充実を図り、
自立心やチャレンジ精神の育成
を推進します。

学校教
育課

学区の特色や地域人材を活か
した地域学習を各学校で行っ
ています。また、教育研究所
で道徳・社会科の副読本を発
行し、地域学習に活用してい
ます。小学校においては、起
業家等による講話、企業等へ
の訪問によりチャレンジ精神
の育成を行っています。

今後も、副読本等を活用しな
がら、各学校で地域学習を工
夫して行っていく必要があり
ます。チャレンジ精神育成の
起業家等による講話は、さら
に多くの学校で実践する必要
があります。

B 継続

3

学校評価の充実等、地域へ開か
れたより良い学校づくりを進
め、地域と一体となった学校づ
くりを推進します。

学校教
育課

各学校において学校評議員か
ら学校運営等についての意見
を聞く機会を設け、学校評価
を充実させて教育活動を行っ
ています。

今後も地域と一体となった学
校づくりの在り方を検討して
いくことが大切であります。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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２－２－２　教育環境の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

施設の老朽化に伴う改修を計画
的に進め、子どもたちが過ごし
やすい環境づくりに努めるとと
もに、省エネルギー化等の環境
に配慮した施設整備を推進しま
す。

教育総
務課

北部小東屋内運動場外増改築
工事、西部小屋内運動場大規
模改修工事、南部小屋内運動
場床改修工事等の施設整備を
実施した。

老朽化に伴う改修は今後も増
えていくことが考えられるた
め、多くの費用が掛かる。そ
のため、長寿命化計画や統廃
合を踏まえ、コストを抑えた
施設整備を行うための計画を
策定する必要がある。

B 拡大

2

給食の衛生管理徹底と衛生対策
の充実を図るほか、学校給食の
地産地消を推進します。 学校教

育課

学校給食衛生管理基準に則
り、衛生管理の徹底に努めて
います。可能な限り置賜産、
県産食材を使用し地産地消の
推進を図っています。

給食設備が衛生管理基準に適
合しない学校があります。

C 継続

3

高等教育機関と連携し、子ども
たちへの学習講座を推進するこ
とで、地元大学の分野に興味を
抱くきっかけづくりを促進しま
す。

学校教
育課

山形大学工学部と連携したモ
バイルキッズ・ケミラボ、中
学生科学教室や、米沢栄養大
学と連携した食育マスター事
業を行っています。

講座の中で専門的な話を聞い
たり、実際に体験したりする
など、高等教育機関との連携
を今後も進めていく必要があ
ります。

B 継続

4

「米沢市立学校適正規模・適正
配置基本計画」については、国
の様々な教育改革の施策を踏ま
え、見直し等の検討を行いま
す。 学校教

育課

H30.3月に基本計画を改定し
ました。その後、H31.4月に
南原中と二中の統合を行い、
現在は、R3.4月の関根小と松
川小、関小と南原小の統合を
決定し、円滑に進められるよ
う統合準備委員会を立ち上げ
ました。

複式学級のある学校の地元代
表者協議会を立ち上げ、子ど
もたちにより良い教育環境を
創出するため、基本計画を推
進していきます。

B 継続

5

安全教育の充実を図るととも
に、子どもたちが安全・安心に
過ごせるよう、地域との連携を
推進します。

学校教
育課

登下校の交通安全確保に向け
て、関係機関による通学路合
同点検や、小学校下校時間に
合わせた市役所職員による安
全パトロールも行っていま
す。
避難訓練は各校で確実に実施
されています。

不審者対策の観点から、登下
校時の安全確保の具体的な方
策を考えていく必要がありま
す。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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２－２－３　高等学校・専門学校教育の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

個性ある魅力的な高等学校教育
の推進と私立高等学校に対する
助成拡充を県に要請するととも
に、多様なニーズに対応した専
門学校教育の充実を促進しま
す。

学校教
育課

市内にある私立高校への事業
補助金及び白鷹高等専修学校
への支援負担金を支出し、高
等学校・専門学校教育の充実
を促進しています。

米沢市の子供が進学している
私立高校への助成は今後も継
続していかなければならな
い。また、米沢市からの進学
者の割合が高い高等専修学校
への支援も継続していく必要
がある。

B 継続

学校教
育課

山形大学工学部と連携したモ
バイルキッズ・ケミラボ、中
学生科学教室や、米沢栄養大
学と連携した食育マスター事
業を行っています。

講座の中で専門的な話を聞い
たり、実際に体験したりする
など、高等教育機関との連携
を今後も進め、地元大学の魅
力が感じられるような事業を
続けていく必要があります。

B 継続

総合政
策課

学園都市推進協議会をとおし
て科学フェスティバルや重要
文化財コンサートの開催を支
援するとともに、大学と連携
して市民カレッジを開催。ま
た、地元大学に興味を持って
もらうためオープンキャンパ
スPRを新聞に掲載。

学生と地域住民との交流を促
進するとともに、地元大学へ
の進学率の向上を図る。

B 継続

２－２－４　青少年の健全育成

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

家庭・学校・地域との連携強化
を図り、子どもを地域で見守り
育てる環境をつくることで、青
少年の非行防止に努めるととも
に、大人が子どもの手本となる
モラル・マナーアップ活動や時
代に即応した情報教育を進め、
環境の浄化を図りながら、青少
年の健全育成を推進します。

社会教
育課

街頭補導活動（H30:128回）
列車マナー指導
研修会（学校・警察との情報
交換、先進地視察研修）

補導活動の日誌を見ても、外
で遊ぶ子どもは少なくなって
いる。子どもたちの活動の場
が、ネット上に移行し,活動
の様子が目に見えなくなって
いることが課題。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

2

高等教育機関の出前講座等を活
用し地元大学への興味を持って
もらうなど、高等学校と大学の
連携をさらに推進し、地元大学
への進学率の向上を促進しま
す。
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施策２-３　誰もがスポーツに親しめる環境づくりの推進

２－３－１　生涯スポーツ活動の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

市民の興味や関心、適性等に応
じて日常的にスポーツ活動に参
加できる環境づくりに取り組
み、学校、地域、団体と連携し
て「１市民１スポーツ」を推進
します。

スポー
ツ課

市民スポーツ教室の開催（米
沢市体育協会事業）
種目…硬式テニス、ソフトテ
ニス、弓道、ニュースポー
ツ、バドミントン、ラージ
ボール卓球

参加者がスポーツに親しむ
きっかけとして開催している
が、教室に参加して終わりに
なる方が多い。継続して自主
的にスポーツを続けていただ
けるよう競技団体や講師、ク
ラブチームなどとの連携が必
要。

B 継続

2

プロスポーツ等の観戦による
「観る」機会及び各種スポーツ
活動に係わる「支える」機会の
提供を推進します。

スポー
ツ課

プロサッカーチーム
モンテディオ山形市町村応援
デーへの参加（H30.8.25）

多種目のプロスポーツの観戦
や、スポーツ活動等に係る環
境を増やしていくことが必要
である。

B 継続

２－３－２　スポーツ団体の育成

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

総合型地域スポーツクラブの組
織化を支援するとともに、既存
クラブ相互の連携を促進しま
す。

スポー
ツ課

総合型地域スポーツクラブへ
の各種事業の情報提供を行っ
た。

総合型地域スポーツクラブ指
導者が慢性的に不足してお
り、クラブの現状維持に苦心
している。

C 継続

2

市民が自分に合った総合型地域
スポーツクラブを選択しスポー
ツ活動に参加できる情報の提供
を行い、クラブ加入者の増加を
促進します。

スポー
ツ課

希望者への総合型地域スポー
ツクラブの情報提供を行っ
た。

総合型地域スポーツクラブの
活動が縮小傾向にあり、クラ
ブ加入希望者が望む種目に加
入できない状況にある。 C 継続

3

米沢市体育協会と連携し、ス
ポーツ少年団や各種スポーツ団
体の情報を発信し加入者の拡充
を行い、青少年の健全育成や市
民の健康増進を促進します。

スポー
ツ課

米沢市スポーツ少年団及び市
民スポーツ教室の開催案内に
ついて、市ホームページに掲
載し市民への情報提供を行っ
た。

現在はホームページへの掲載
のみだが、フェイスブックも
活用できると思われる。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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２－３－３　競技力向上の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

米沢市体育協会と連携し、競技
団体による選手の強化事業を促
進します。

スポー
ツ課

米沢市中学校体育連盟、置賜
地区高等学校体育連盟及び各
競技団体に対し、米沢市体育
協会を通して強化費を交付し
た。

スポーツは個人の資質による
ところも大きく、成果を図る
ことが難しい。

B 継続

2

米沢市体育協会を中心とした、
ジュニア期から一貫した指導理
念に基づく育成システムの構築
を促進します。 スポー

ツ課

米沢市中学校体育連盟、置賜
地区高等学校体育連盟及び各
競技団体に対し、米沢市体育
協会を通して強化費を交付し
た。

選手の育成を1人の指導者が
一貫して行うことは不可能で
あり、指導者間の連携が重要
となるが、なかなかうまくい
かない現状にある。 B 継続

3

大学運動部等の合宿を本市へ誘
致し、児童・生徒等とのスポー
ツ交流を図り、競技力向上を推
進します。

スポー
ツ課

【直近（H30）の実績】
・実施数…6団体
・参加者数…計176名

参加大学が固定されてきてい
るため、新規参加大学を誘致
することが必要である。

B 継続

２－３－４　スポーツ環境の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

より良いスポーツ環境を提供す
るため、安全に配慮した施設管
理と、利用者が安心してスポー
ツ活動が行える施設の計画的な
整備を推進します。

スポー
ツ課

各体育施設指定管理者と連携
を図り危険性の高い施設の修
繕等を行い、安全に使用でき
る環境整備に取り組んでい
る。

施設の老朽化が進み、慢性的
に修繕箇所が増加傾向にあ
る。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策２-４　郷土の歴史を継承し、芸術文化を創造するまちづくりの推進

２－４－１　芸術文化の振興

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

置賜文化ホールや市民ギャラ
リー、市民文化会館等における
自主事業を充実し、市民が優れ
た芸術文化に触れる機会を設け
るとともに、芸術文化に取り組
む人材の育成を図るため、市民
の文化活動への支援等により自
主的な芸術文化活動を促進しま
す。

文化課

各施設の自主事業は、それぞ
れの施設の特性を活かし実施
できました。また、置賜文化
ホールのこども狂言クラブ
や、よねざわ市民ミュージカ
ル活動などは、市民参加によ
る芸術文化活動の活性化につ
ながり、その活動を通しての
様々な世代との交流を図るこ
とができました。

若い世代の文化芸術活動の参
加については、全体的な子供
の減少や、進学による学業、
学校行事の優先などにより、
思うような拡大につながって
いかない傾向があります。

C 継続

2

本市ゆかりの芸術家、作家の作
品展や公演等の機会を設けると
ともに、地域の伝統芸能や伝統
文化の継承を支援するほか、芸
術文化関係の情報収集と提供を
推進します。

文化課

上杉博物館における年６回の
企画展示事業、ナセBAオープ
ンギャラリーを利用しての本
市ゆかりの作家の作品の展
示、更には先人顕彰コーナー
での企画展示など、様々な手
法で本市の芸術文化について
広く情報を発信できました。

施設を利用した展示による芸
術文化に関する情報の発信は
できているが、地域で継承し
ている伝統文化、行事などへ
の行政としてのかかわり方が
課題です。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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２－４－２　　文化財の保護、保存と活用

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

文化財等の保護活動を支援する
とともに、学校や地域と連携
し、子どもや地区住民が地域の
伝統芸能や史跡等を学習する機
会を設け、文化財への理解と文
化財を身近に感じられる環境を
整備します。

文化課

小中学校や米沢女子短期大
学、市内団体の埋蔵文化財資
料室や舘山城跡や上杉治憲敬
師郊迎跡などの史跡案内を行
いました。また、米沢工業高
校の課題研究の課題研究に協
力しました。

市内文化財の周知活動は行っ
たものの、子どもたちの歴史
や伝統芸能の学習の機会を設
定することは、連携調整が難
しく課題として残りました。 C 継続

2

本市所有の貴重な文化財を適切
に保存管理するとともに、指定
文化財等の適正な保護を推進し
ます。

文化課

文化財の経常的な維持管理の
ほか、国・県の補助金を活用
し上杉治憲敬師郊迎跡保存修
理・米沢藩主上杉家墓所危険
木伐採・上杉神社文化財保存
修理・伝長井時広夫妻坐像保
存修理・木造伝大日如来坐像
保存修理を行いました。

上杉治憲敬師郊迎跡保存修理
については文化庁の補助事業
に要望した額が予定通りに交
付されないため、当初の計画
よりも大幅に遅れています。 B 継続

文化課

舘山城跡や上杉治憲敬師郊迎
跡の整備と情報発信を行い、
観光客誘致に努めています。
また、八幡塚古墳保存会やさ
さの里づくり推進協議会と協
働し、文化財を通じた地域活
性化に取り組みました。

文化庁の施策もあり、文化財
の保護と活用を両立が求めら
れているため、整備や情報発
信には取り組みましたが、文
化財の観光資源化までは至っ
ていません。

C 継続

観光課

観光キャンペーン等の際に、
郷土芸能を活用し、地域の伝
統芸能や文化を紹介し、本市
の認知度向上を図った。ま
た、史跡を含むまち歩きコー
スを造成し、地域のまち歩き
団体と連携することで着地型
コンテンツの充実に繋がっ
た。

まち歩きコースは、ガイド
ブックの作成とともにイン
ターネットによる予約可能な
システムとしたが、利用率が
低調であることから、コース
利用を含めたPR促進を強化し
ていく必要がある。

C 継続

4

史跡や遺跡をはじめとする様々
な歴史的資産の保存と活用を図
るとともに、舘山城跡の国史跡
指定と、史跡公園に向けた整備
を推進します。

文化課

平成28年3月1日付けで舘山城
跡は国指定史跡となり、史跡
の企画展示、説明板の設置、
パンフレット作成など紹介周
知をはかりました。なお、発
掘調査は休止中です。

舘山城跡は国指定史跡となっ
た一方で、緊急発掘などが相
次ぎ当初の計画通りには事業
が進んでいません。 D 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

3

文化財を観光資源として活用す
ることで地域の活性化を促進し
ます。
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施策２-５　多様な文化とつながり、交流するまちづくりの推進

２－５－１　国内交流の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

秘書広
報課

姉妹都市との行政間の相互訪
問交流を実施するとともに、
民間交流を促進するため、各
種交流団体が行う事業に補助
などを行った。

姉妹都市等を締結している都
市でも民間の交流団体がない
ところがあり、交流が進んで
いない都市がある。

D 継続

観光課

姉妹都市等で開催される観光
物産展へ積極的に参加するこ
とにより、市民レベルでの交
流事業を促進し、本市物産の
販路拡大等を図った。

現地におけるニーズを適確に
把握し、適切な出展業者を調
整することで、米沢の物産の
知名度向上を図りたい。

B 継続

学校教
育課

小学生は沖縄市と高鍋町との
交流事業を行っており、６年
生時の夏季に訪問し、５年生
時の冬季に迎え入れて交流を
深めています。
　中学生は各中学校の３年生
から２名ずつ計１４名の生徒
が東海市に夏季訪問を行って
います。

小学生の交流については、少
子化に伴い、適正な参加人数
を検討する必要があります。
ただし、相手側との調整が必
要なため、検討する期間が必
要です。

B 継続

スポー
ツ課

東海市国内姉妹都市スポーツ
交流事業東海市・沖縄市・釜
石市・米沢市(R元.8.3～5）

東海市の市政施行50周年を記
念した交流事業が開催され
た。東海市についての歴史や
文化を事前学習し参加するこ
とができた。しかし、バス
ケットボール交流大会を含ん
だ２泊３日の日程では、他地
域文化を知るための視察時間
が少ないという課題があっ
た。

B 継続

観光課

米沢コンベンションビュー
ローと連携し、誘致に向けて
の首都圏でのPR並びに受入態
勢の整備を行うとともに、コ
ンベンション開催支援事業費
補助金を設け、コンベンショ
ンの誘致促進を図った。

コンベンションの誘致につい
ては、山形大学工学部が開催
する学会に拠る部分が大きい
ため、今後は企業向けに研修
等の誘致を行うなど新たな誘
致機会の獲得を図りたい。

B 継続

農林課

教育旅行受入事業として、
H28～H30年度までに620人が
米沢で農村民泊をしながら、
農作業体験や自然散策、地域
の文化について触れる機会を
提供しました。

教育旅行受入事業について
は、受入家庭となる担い手の
高齢化が進んでおり、特に担
い手確保が課題です。 B 拡大

スポー
ツ課

第１回バウヒニア・フェンシ
ングワールドカップ
（H30.2.17）
第２回バウヒニア・フェンシ
ングワールドカップ
（H31.1.4～6）

香港フェンシング協会と「ホ
ストタウン交流に係る覚書」
を締結できたが、香港選手の
大会出場に関する香港フェン
シング協会との調整が難航
し、課題となった。

C 縮小

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

姉妹都市や友好都市等との交流
を通じて、広く本市の文化や魅
力を発信するとともに、他地域
文化を知ることで市民同士の理
解を深めます。

2

交流人口の拡大を図るため、各
種学会・大会・イベント等の誘
致を促進するとともに、自然等
を活用した体験型交流を推進し
ます。
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２－５－２　　国際交流の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

秘書広
報課

出前国際交流講座を実施し、
国際化への理解を進めてい
る。
米沢市国際交流協会では、学
校教育課と連携し、就学を希
望する外国出身児童生徒への
日本語教室などを実施してい
る。
山形県国際交流協会などとの
連携し、市内に在住している
外国出身者への支援を実施し
ている。

市内在住の外国出身者がどの
ような支援を望んでいるのか
の把握が難しい。

B 継続

学校教
育課

児童の外国語への興味・関心
を高め、理解を深めることや
教員の指導力向上のために日
本人講師（FLT）４名を小学
校に年間を通して配置してい
ます。中学校へは生徒の英語
力（特に聞くことと話すこ
と）向上を目指し、外国人講
師（NS）を配置しています。

児童がネイティブな英語に触
れ、英語でのコミュニケー
ションに喜びや必要性を感じ
て、さらに探究する態度を育
てていくために小学校へのNS
配置を検討する必要がありま
す。

B 拡大

社会教
育課

〇青少年海外派遣事業
（H30：イギリス高校生1名、
オーストラリア中学生1名）
〇イングリッシュ・キャンプ
（H29～）

〇参加できる生徒が限定され
る青少年海外派遣事業をH30
で廃止し、市内在住の留学生
やALT等の外国人の協力を得
て、イングリッシュ・キャン
プを実施し代替とした。英語
圏だけでなく様々な国の出身
者が参加し、国際色豊かに実
施できた。しかし、部活動や
オープンキャンパス等の日程
と重なって、参加したくとも
できない生徒もおり、調整が
必要である。

B 継続

秘書広
報課

市内に転入している外国出身
者向けに多言語のリビングガ
イドを作成し、配布してい
る。

英語、韓国語、中国語（北京
語、広東語）を作成している
が、その他の言語に対応して
いない。

B 継続

土木課

道路案内標識において、多言
語表記化を実施していませ
ん。
（標識令では、道路案内標識
に使用されている全ての自然
地名及び施設名を対象に、
個々に英語の併用表示を定め
ているが、多言語表記化は定
めていないため。）

道路案内標識の多言語表記化
については『多言語案内表示
ガイドライン』においても、
対象とする案内表示に含まれ
ていないため、取組みから外
すべきと考えます。

E 廃止

観光課

・多言語対応の「おきたま観
光ポータルサイト」の構築。
・会津若松市・喜多方市と連
携し、日本語・英語で表記し
た着地型観光情報誌を制作。
・本市での緊急時における情
報も含めた多言語観光マップ
「米沢Tourist Map」を作
成。
本市観光における、外国人観
光客の周遊性及び利便性を高
めた。

観光施設（店舗）によって施
設内案内表示などインバウン
ド対応状況に差があるため、
国際交流員を活用することで
必要性の認識を高め一層の受
入態勢の強化に努める。

C 継続

2

市内案内表示等の多言語表記化
及び暮らしに役立つ行政情報の
多言語提供を推進します。

1

学校教育や地域社会において国
際理解教育を推進するととも
に、米沢市国際交流協会をはじ
め国際交流団体等との連携によ
り外国人とのネットワークを構
築するほか、海外派遣研修等に
より国際化に対応できる人材の
育成を推進します。
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3

米沢市国際交流協会と連携しな
がら、交流の場の提供や外国人
の相談に対応するなど、外国人
が暮らしやすいまちづくりを推
進します。

秘書広
報課

米沢市国際交流協会では、市
内在住の外国出身者向けの相
談窓口を設置しているほか、
外国出身者と市民の交流イベ
ントを多数開催している。

交流イベントを多数開催して
いるが、参加者が少ない。多
くの参加を得るＰＲを行う必
要がある。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策２-６　大学と連携した学園都市の推進

２－６－１　学生が生活しやすいまちづくりの推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

行政や地域活動等に学生の参
画・参加を図り、学生も住みや
すい地域づくりを推進します。 総合政

策課

米沢のよさを知るバスツ
アー、市民カレッジ、街中に
おける学生の活動拠点整備

一定の成果は上がっており多
くの学生が地域活動等に参画
しているが広がりに欠けるた
め、より参画を促す施策が必
要。

B 継続

2

学生に対する地域情報の発信を
充実させます。

総合政
策課

広報PR活動（ザワワ発行等） SNS等より学生の目にとまり
やすい媒体を活用した学生が
求める情報の提供。 B 継続

3

学生のニーズに対応した利便性
の高い公共交通機関等の整備を
推進します。 総合政

策課

山大工学部生協とナセＢＡ市
民ギャラリーにて、市民バス
の定期券と回数券の取扱いを
開始しました。

学生のニーズに対応したダイ
ヤや接続の見直しなどの検討
が必要。 B 継続

２－６－２　山形大学工学部、米沢栄養大学及び米沢女子短期大学の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

新しい価値を創造できる人材育
成と、地域課題や企業のニーズ
に対応した研究機関としての機
能充実を要請します。 総合政

策課

支援協力事業（学術研究支援
等）、教育研究・国際交流活
動への助成、外国人留学生へ
の奨学金学費の助成、学術交
流・行事研究会への助成

奨学金を支給する学生に対し
地域に残ることを条件とする
ことが可能か。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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２－６－３　大学との交流や連携の促進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

総合政
策課

学園都市推進協議会をとおし
て科学フェスティバル、重要
文化財コンサートの開催を支
援するとともに、大学と連携
して市民カレッジを開催。ま
た、支援協力金を活用した公
開講座等の開催を支援。

新たな受講者及び実施者の開
拓と利用者の増加。

B 継続

社会教
育課

高等教育機関開放講座のうち
山形大学工学部による小学校
高学年を対象としたモバイル
キッズケミラボの実施及び米
沢女子短期大学による市民開
放講座の実施。

B 継続

学校教
育課

山形大学工学部と連携したモ
バイルキッズ・ケミラボ、中
学生科学教室や、米沢栄養大
学と連携した食育マスター事
業を行っています。

講座の中で専門的な話を聞い
たり、実際に体験したりする
など、高等教育機関との連携
を今後も進め、地元大学の魅
力が感じられるような事業を
続けていく必要があります。

B 継続

商工課

市内企業の新産業創出・新事
業への参入を支援するため、
大学の研究シーズを市内企業
等に対して広めるセミナーを
実施した。

新産業創出や新事業への参入
に関して、市内企業のニーズ
を把握したうえで、今後も継
続していく必要がある。 B 継続

総合政
策課

市内の家庭訪問して夕食とと
もに懇談するセカンドホーム
事業を通じて市民と学生との
交流を促進。在学中に積極的
に地域活動に関わる学生を育
て、地域活動の活性化につな
げる。

市内のご家庭が気軽に参加い
ただけるよう負担軽減を図る
必要がある。

B 継続

社会教
育課

山形大学工学部における米沢
市まちづくり出前講座の実施
（市民の受講も可）。 A 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

大学の知識や研究を活用した小
中高校教育や市民への公開講座
等の取組を促進します。

2

大学での本市の行政概要等の講
座を引き続き開講するよう大学
へ働きかけるとともに、セカン
ドホーム事業等を通じて市民と
学生との交流を促進します。
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第３章　子育てと健康長寿を支えるまちづくり

施策３-１　誰もが元気で健やかに暮らせるまちづくりの推進

３-１-１　健康意識の高揚

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

健康課

食育推進協議会へ本市の農産
物をテーマとした食育絵本の
作成を委託し、絵本を通じ、
「食」について親子で学ぶ機
会づくりを図ったほか、7中
及び2中をモデル校として、
中学生を対象に減塩教育を実
施し、食生活の見直しを図る
取組みを実施した。

山形大学医学部による山形県
コホート研究によれば、本市
の1日塩分摂取量が12.1ｇ
（全国平均が10.0ｇ）と多
く、年齢とともに摂取量が増
加しており、塩分摂取量の増
加に伴い高血圧や糖尿病の罹
患率も高くなっていることが
明らかにされている。このこ
とからも、減塩を促すための
情報提供や環境づくりが必要
であり、とりわけ、食習慣が
形成される乳幼児や学童期か
らの取組みが重要である。

B 継続

農林課

学校給食に市内特産物や伝統
野菜の提供と併せて、児童、
生徒に対して食材に関する情
報提供を行って食育の推進を
行いました。

他課と連携し、市全体的な食
育推進に取り組むことが必要
です。 B 継続

学校教
育課

食育マスター事業において、
希望する小中学校が米沢栄養
大学と連携しながら、より良
い食生活や健康な体づくりに
ついて学ぶ機会を設けていま
す。

教育活動の中で食育マスター
事業を有効に活用している学
校が多いが、この事業の良さ
についてさらに周知していく
必要があります。

B 継続

2

個人の健康づくりを支援し、健
康への意識を高めるとともに、
既存の地域組織等との連携を深
め、市民の健康づくりを推進し
ます。

健康課

食生活改善推進協議会では、
地区伝達講習会や食生活改善
実践指導事業として健診結果
説明会時に「だし」を効果的
に用いた減塩のコツや塩分濃
度計による味噌汁の塩分測定
などを実施し、減塩に対する
意識付けを図った。
また、衛生組合連合会との共
催や地区、サロン等による健
康教室、健康・栄養・運動を
テーマにした出前講座を継続
して実施した。

地区健康教室については、全
地区での開催を目指したが開
催ができない地区もあった。
また、食生活改善推進員につ
いては、会員の高齢化や会員
数が減少していることが課題
となっている。 B 継続

3

健診等の必要性について啓発
し、受診率向上を図るととも
に、疾病の早期発見・早期治療
に努め、市民の健康づくりを推
進します。

健康課

特定健康診査とがん検診の受
診率向上を目指し、健診ガイ
ドブックを、協会けんぽ山
形、やまがた健康推進機構よ
ねざわ検診センターとの共同
作成を行った。健診希望調
査、AI分析による未受診者勧
奨や障がい者に配慮した健診
の実施など新たな取組みなど
を行った。このほか、糖尿病
重症化予防事業やがん検診で
要受診・要精検者に対し回報
書を発行し、疾病の早期発
見・早期治療を目指す取組み
を継続して実施した。

『健康長寿日本一』を目指す
ためには、住民の健康状態を
把握し効果的な保健事業を展
開する必要があり、受診率を
向上させることが重要であ
る。
新規事業を含め様々な取り組
みを行った結果、受診率は
年々向上しているものの、特
定健康診査受診率は県内最下
位、各がん検診受診率も下位
に位置しており、さらなる啓
発活動が必要である。

B 拡大

1

食育の推進や健康教室等を充実
させ、健康への意識付けを推進
します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-１-２　生活習慣病予防の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

食生活改善や健康的な生活習慣
の定着等による一次予防に重点
を置いた対策を推進するととも
に、合併症の発症や症状の重症
化を防ぐ対策を推進します。

健康課

集団健診受診者に対し健診結
果説明会を継続して実施して
いる。自身の健診結果や生活
習慣について、理解を深めて
もらうと共に、要指導の対象
者基準を独自に定め、保健
師・管理栄養士による個別指
導を実施することで、生活習
慣の改善や生活習慣病の発
症・重症化予防に努めた。

健診結果説明会は５年目とな
り、継続参加者も増えている
ため、説明会における個別指
導の対象者や説明会の内容に
ついて、見直しを含めた検討
が必要である。

B 継続

2

生涯スポーツやレクリエーショ
ンの普及を推進するなど、健康
維持活動を推進します。 スポー

ツ課

スポーツ推進委員を中心に、
ニュースポーツ等の普及を
行った（地域スポーツクラブ
推進事業）。

各地区によって取組内容にば
らつきがある。

B 継続

３-１-３　感染症予防の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

予防接種の励行及び接種率の向
上を目指し、対象者への周知徹
底や啓発活動等、感染症予防の
体制づくりを推進します。

健康課

乳幼児・子供が受ける定期の
予防接種(A類)に対しては、
個別の通知や健診機会を捉え
接種の勧奨を継続して実施し
ている。年により接種率の変
動はあるものの、乳幼児・子
供の予防接種に関しては、概
ね高い接種率となっている。
（ただし、積極的な接種勧奨
を差し控えているヒトパピ
ローマウイルスは除く）
個人予防を目的とする感染症
（B類）の高齢者の肺炎球菌
ワクチンや高齢者インフルエ
ンザの予防接種について助成
を継続して実施し、受診者の
負担の軽減を図っている。
また、風しん抗体検査、風し
んワクチン予防接種について
医師会の協力を得て、事業の
実施を図るとともに周知活動
を実施した。

予防接種は、努力義務である
ため接種を受けるかどうかの
最終的な判断は、未成年であ
れば保護者、成人であれば本
人の考えによるため、対象者
がすべて接種するとは限らな
い。また、おたふくかぜやロ
タウイルスなどの任意接種に
よる予防接種への助成制度に
ついて、現状では、副反応や
予防接種の効果の問題がある
ことなどから本市として助成
は行っていないが、県内他市
町村の動向を注視し、実施す
るとした場合は、相当の財政
措置が課題となる。なお、ロ
タウイルスワクチンについ
て、厚生労働省の審議会で定
期接種の対象とするかについ
て議論がおこなわれており、
その結果を踏まえて接種又は
費用助成を検討する。

B 拡大

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-１-４　健康推進体制の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

保健師等の個別訪問や健康教室
等の地区活動を推進することに
より、医療、福祉、介護等の相
談体制を強化し、地域での健康
推進体制を整備します。

健康課

保健師による健診後の事後指
導を実施した。また、衛生組
合連合会との共催で地区健康
教室を開催している。

健康相談事業は行われている
が、地域での医療、福祉、介
護等の相談体制の強化までは
至っていない。 B 継続

2

米沢栄養大学の健康と栄養に関
するシンクタンク機能を活用し
て効果的な食育の推進、生活習
慣病の発症予防と重症化予防等
の保健活動を推進します。

健康課

県立米沢栄養大学と連携し、
市内飲食店２店舗に対して栄
養価計算やメニュー改善のア
ドバイスを行い「健康な食
事・食環境」認証店舗の指定
につなげた。また米沢市生涯
学習フェスティバルにおい
て、体験型栄養教育「食育Ｓ
ＡＴシステム」を活用し来場
者の栄養バランスチェックを
行ったほか、尿中の推定塩分
量測定や食事調査の結果を基
に、中学生を対象とした減塩
教育を実施した。
このほか、コミュニティセン
ターを中心とした健康長寿推
進事業について、地域の方々
の生活習慣病予防や低栄養予
防、米沢鯉の料理教室など連
携した事業、食育絵本の制作
協力を行っている。

市民の健康意識の向上を図
り、生活習慣病の発症を予防
するには、市民の減塩に対す
る意識啓発に向け、取組みや
すい施策を県立栄養大学と連
携して行っていく必要があ
る。
高齢者の低栄養予防や食育の
推進、運動・身体活動の推進
などの分野で企画立案の段階
から協力、連携した取り組み
を実施することが必要であ
る。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

28



施策３-２　安心して生み育てることができるまちづくりの推進

３-２-１　就学前の子どものための教育・保育の環境整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

子育て支援を総合的に推進する
ため、認定こども園への施設型
給付費の支給や新たに認可を受
け認定こども園となる幼稚園の
施設整備に対する支援等のほ
か、認可・認定を受けるための
支援を行います。

こども
課

幼保連携型認定こども園に移
行する幼稚園３園に対し財政
的支援を行うとともに、認定
こども園に移行したすべての
幼稚園に対し認可・認定のた
めの支援を行った。

事業者との連携が十分確保さ
れており、事業実施において
課題となる点はなかった。

A 継続

2

幼稚園や保育所、認定こども園
等の児童施設と小学校等の連携
や交流を促進し、子どもが小学
校段階へスムーズに移行できる
ための支援を行います。

こども
課

公定価格の加算として措置さ
れるための要件を具体的に示
すことにより、加算認定を受
けやすい環境を整え、スムー
ズな移行のための活動を行う
よう促しています。

加算適用の有無のみに拘ら
ず、それぞれの施設が適切な
活動を実施できるような支援
の在り方を検討していく必要
があります。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-２-２　子育て家庭に対する支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

こども
課

小学校3年生までが対象だっ
た外来受診に対する給付を、
中学校3年生まで拡大した。

近年、医療費の助成制度を高
校3年生まで拡充する自治体
が増え始め、山形県内でも２
/５の自治体がこの学年まで
実施している。

A 拡大

健康課

訪問や事業の中で必要な人に
制度の紹介と問合せ先の紹介
を行った。

B 継続

こども
課

ファミリー・サポート・セン
ターでは、子育てと仕事の両
立や子育ての孤独感、不安感
の解消に努めるため、保護者
と相談し合いながら支援活動
を行いました。地域子育て支
援センターでは、育児相談や
交流の場を提供することで、
家庭保育を行っている保護者
の育児不安の解消に努めまし
た。

地域の中で孤立しがちな保護
者に対して支援が結びつくよ
う、ファミリー・サポート・
センター及び地域子育て支援
センター等の認知度の向上と
利用拡大を図る必要がありま
す。

A 拡大

社会教
育課

〇1・2歳の子を持つママに贈
るとっておきのじかん（H30
に夏・秋各4回）

〇育児に追われがちな時期の
母親を対象に、無料託児付の
講座を実施し、リフレッシュ
や参加者同士の交流を図っ
た。しかし、少子化の影響か
年々参加者の減少が課題であ
る。

C 継続

3

母子・父子自立支援員、家庭児
童相談員による相談体制を強化
します。

こども
課

関係機関と情報共有・連携を
図りながら相談内容に応じ
た、適切な相談・支援を行い
ました。
H30年度実績
 母子父子相談　668件
 家庭児童相談　253件

DV、児童虐待ケースは深刻か
つ複雑化しており、重大事件
の未然防止のため、今後とも
関係機関との連携強化を図っ
ていきます。

A 継続

4

ひとり親家庭等医療給付事業、
児童扶養手当の支給を行うほ
か、母子父子寡婦福祉資金貸付
制度を適切に運用します。

こども
課

ひとり親となる人に周知を行
い、制度通りに給付を行っ
た。また、母子父子寡婦福祉
貸付金の相談・指導を行い、
経済的自立に向けた支援を行
いました。

給付対象となる人に対して制
度を知ってもらい、安心して
子育てをしてもらうととも
に、制度の適切な運用を図
る。また、母子父子寡婦等の
生活の安定と質の向上のため
に必要な措置を講じていきま
す。

A 継続

子育てと仕事等の両立を会員相
互で支えるファミリー・サポー
ト・センターや子育て親子の交
流や集いの場を提供する地域子
育て支援センターの機能の充実
を図るほか、利用者支援員配置
の促進を図り、地域における子
育てに関する情報提供や相談体
制を充実させるとともに、男性
の積極的な育児への参加を促進
します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

子育て支援医療給付事業の実施
等により、子育て家庭の経済的
負担軽減を推進します。

2
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３-２-３　放課後における児童の安心・安全な居場所の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

放課後児童クラブの施設が適正
な保育環境となるための指導・
監督を行います。

こども
課

毎年度事業計画の提出を求
め、この計画に沿った支援の
実施状況についての立入調査
を行い、適切な運営の確保に
努めた。

国・県からの調査や補助メ
ニューの新設により事業者の
事務量が増大傾向にあり、支
援に必要とされる時間の確保
に支障がある。

B 継続

こども
課

放課後児童クラブの充実を基
本とし、放課後子供教室の実
施は放課後児童クラブ未設置
の関小学校区において行うこ
ととした。

放課後子供教室を設置する場
合、指導員及び校舎内での教
室の確保に課題がある。

B 継続

社会教
育課

〇放課後子ども教室（関小学
校）

〇国は放課後子ども総合プラ
ンで「放課後児童クラブ」と
「放課後子ども教室」を一体
化して設置するよう示してい
ますが、本市には関小学校に
しか子ども教室がなく、一体
化できる児童クラブが近隣に
ないことから、物理的に不可
能。放課後子ども教室の実施
については、小学校の統廃合
などに合わせて、適切に検討
したい。

E 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

2

国の放課後子ども総合プランに
基づき、放課後児童クラブと放
課後子供教室の今後のあり方に
ついて検討します。
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３-２-４　安心して働ける環境の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

こども
課

特定非営利活動法人やまがた
育児サークルランド主催の子
育てをしながら求職活動をし
ている保護者を対象に「預け
先のことを聞いてみよう」セ
ミナーにおいて子育て支援制
度について説明を行った。

今後も講師派遣の要請があれ
ば出向いて説明を行ってい
く。

B 継続

商工課

ホームページ等にて厚生労働
省及び山形県の両立支援の推
進に向けた制度や子育て後の
再就職についての事業の周知
を図った。

さらなる仕事と子育ての両立
支援等を図るため、企業に対
し周知等に努める必要があ
る。 B 継続

こども
課

事業所内保育所の設置につい
ての相談窓口となり、企業主
導型保育所２園の開所手続き
等のサポートを行った。

今後も同様の相談があれば、
手続き等のサポートを行って
いく。

B 継続

商工課

事業所内保育所に関する厚生
労働省等の支援制度の把握に
努めた。

活用する事業者の掘り起こし
も必要であり、支援制度の周
知が必要となる。

B 継続

3

保育所における病児保育を実施
するなど、働く保護者の支援を
行います。

こども
課

２か所の保育所で病児対応型
病児保育を実施し、病気のた
め集団保育が困難でかつ保護
者の就労などの理由により家
庭での保育が不可能な子ども
の保育を行いました。また、
延長保育や一時預かり等の保
育サービスを充実すること
で、就労する保護者が安心し
て子育てができる環境を整備
しました。

子育て世帯を取り巻く環境の
変化に伴うニーズを的確に捉
えて支援していく必要があり
ます。

A 拡大

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

仕事と子育ての両立支援ができ
る職場環境づくりの啓発活動を
推進するほか、育児中や子育て
後の再就職についての支援を行
います。

1

 事業所内保育所の設置を促進
するなど、企業における子育て
しやすい環境の整備に向けた取
組を推進します。

2
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　３-２-５　子どもの健やかな成長に対する支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

乳幼児健診や相談等事業を通
し親子関係の形成、親も含めた
心身の健康づくりの大切さ等情
報提供を行いながら、乳幼児の
健やかな発育・発達、育児不安
を軽減するための支援を行いま
す。

健康課

乳幼児健診・相談事業等を通
して、親子関係の構築や子供
の発育・発達を促すための親
の関わり方について、情報提
供や個別の指導を行った。

　家族背景や精神疾患、経済
的な問題など支援を必要とす
る家庭が増加している。ま
た、抱える問題も複雑化し困
難なケースが増加しているこ
とから、関係機関と緊密な連
携を図りながら、迅速・的確
に対応していくことが必要と
なっている。

B 継続

2

医療機関等と連携を強化し、必
要時は妊娠期から支援を行い、
妊娠期から出産までの切れ目な
い支援を実施します。引き続き
出産後は、乳児家庭全戸訪問事
業等家庭訪問を通して母親に対
する適切な支援を行います。

健康課

平成29年度に子育て世代包括
支援センターを設置し、嘱託
職員（専門職）を配置した。
妊娠期のリスクアセスメント
を行い、医療機関とも協力し
ながら、妊娠期から子育て期
まで継続した支援を行った。

　支援が必要な家庭は増えて
おり、今後も継続して実施し
ていく必要がある。

B 継続

こども
課

要保護児童（被虐待児童）の
対応機関である「要保護児童
対策地域協議会」において、
調整機関としての機能が図ら
れるよう、地域協議会の構成
員の代表者による代表者会議
を始め、支援内容を協議する
実務者会議、各機関の役割分
担を決める個別検討ケース会
議を定期的・必要時に開催す
るとともに、指導・支援を行
いながらケース管理を行って
います。

引き続き重大事故の発生の未
然防止のため、各関係機関と
の連携を深めながら、調整機
関としての役割を担っていき
ます。

A 継続

学校教
育課

虐待発見、報告が速やかにで
きるよう連携強化に努めてい
ます。児童生徒は教育相談
員、スクールカウンセラーに
よる専門的な心のケアができ
る体制、保護者はスクール
ソーシャルワーカー（SSW）
による家庭支援ができる体制
を作っています。

児童生徒の心のケアや保護者
への支援には専門的な知識や
経験が必要です。家庭環境が
複雑化している昨今、今まで
以上に関係機関との連携が必
要です。 B 継続

4

天候にかかわらず、親子で遊べ
る屋内施設の整備を検討しま
す。

こども
課

屋内遊戯施設の整備につい
て、新設及び既存施設の改修
による整備について検討し
た。

新設、改修どちらの場合でも
多額の費用がかかる。

D 継続

3

地域、医療機関、学校等との連
携を強化し児童虐待を防止する
とともに、虐待を受けた子ども
へのケアや再発防止に向けて保
護者等への支援を強化します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-２-６　結婚や出産に結びつく支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

健康課

 医師の診断に基づき不妊治
療が必要と認められる夫婦に
対して、治療費の一部を助成
し経済的負担の軽減を図っ
た。また、治療により妊娠出
産につながり、少子化対策と
しての効果を得た。

 全国的な傾向として不妊治
療を必要とする夫婦が増えて
いると言われており、本市に
おいても出産適齢期で出産で
きるよう総合的な対策が必要
である。

B 継続

農業委
員会

農業後継者の婚姻に伴う記念
品の贈呈

農業後継者不足が大きな課題
となっているため、未婚農業
従事者に対し、農業委員や農
地利用最適化推進委員等が中
心となり働きかけを行ってい
く。

B 継続

総合政
策課

結婚支援イベントの開催や結
婚を希望する方への仲人活動
を行い出逢いの機会を創出す
る。

結婚支援イベントでの女性の
集客と仲人活動に向けた女性
の登録者の確保増に向けた取
り組み。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

結婚支援イベント等の出逢いの
機会づくり事業の実施や、特定
不妊治療費助成事業等により、
結婚や出産に結びつく取組を推
進します。
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施策３-３　生きがいを持って高齢期を過ごせる長寿のまちづくりの推進

３-３-１　社会参加と生きがいづくりへの支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

高齢者の知識や経験を活かすこ
と等により、高齢者の就業機会
の確保やボランティア活動への
参加を促進します。

高齢福
祉課

高齢者の就業機会を確保する
ため、いきいきデイサービス
事業の送迎や高齢者生活援助
員派遣事業のヘルパー等につ
いて、シルバー人材センター
から人材を派遣してもらい実
施しました。

要求される仕事が他分野に
渡ってきており、細かいニー
ズに対応できる技術や能力が
求められてきているため、高
齢者の知識や経験を活かすこ
とができる体制づくりをする
必要があります。

B 継続

2

健康づくりのためのスポーツ活
動への参加を促進します。

高齢福
祉課

老人体育レクリエーション大
会や老人クラブ輪投げ大会の
開催支援のほか、いきいき１
００歳体操をはじめとした介
護予防体操の普及を行いまし
た。

高齢者の生活習慣や価値観の
多様化に対応し、健康寿命の
延伸に向けた情報発信や取り
組み、参加を促す必要があり
ます。

B 継続

3

高齢者向けの学習や発表の機会
を充実させるとともに、子ども
と高齢者や高齢者同士の交流活
動の促進等により、生きがいづ
くりを支援します。 高齢福

祉課

生きがいと創造の事業とし
て、陶芸・籐づる・木彫・園
芸・手芸・水墨画・日本画の
７部会の活動が受講者の自主
運営で行われており、市から
は各部会における講師謝礼を
支出した。春には、７部会合
同展を開催しました。

会員数が年々減少している傾
向にあるため、各部会の創造
活動や仲間と交流する魅力を
啓発しながら、会員数を増や
していく必要があります。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-３-２　地域で暮らすための支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

高齢福
祉課

地域包括支援センターによる
総合相談対応を通じた高齢者
の生活課題の把握・解消、制
度横断的な関係機関との連携
強化を行いました。

個別課題の対応だけでなく、
地域住民の介護予防・自立支
援に対する認識、多様な主体
による支え合い体制の推進、
地域全体の課題解決力を高め
るための取り組みを進める必
要があります。

B 拡大

健康課

Ｈ28年度まで健康課で地域介
護予防活動支援事業を実施。
介護予防推進員の活動支援、
サロンスタッフ研修会やコ
ミュニティセンターが企画す
る介護予防講座への講師派遣
等を行った。
 Ｈ29年度からは介護予防事
業は高齢福祉課で一体的期に
実施。

B 継続

2

一人暮らし高齢者等を地域で支
えあう仕組みづくりを推進しま
す。

高齢福
祉課

介護予防を通じた居場所づく
りや地域資源の情報共有、見
守り訪問員や乳酸飲料配布に
よる訪問等、地域の支え合い
体制づくりを行いました。

一人暮らし高齢者や高齢者の
みの世帯の増加に伴い、行政
だけでは対応できない状況も
あり、地域の関係団体や住民
も含めたシステムづくりを進
める必要があります。

B 拡大

3

成年後見制度の啓発活動及び後
見人の育成を推進します。

高齢福
祉課

置賜地域における権利擁護支
援体制づくりの中核的な役割
を担う「(仮称）置賜成年後
見センター」設立に向け、第
１回研修会を平成３１年３月
に開催しました。

置賜３市５町での先進地視察
や研修、センター設置及び運
営に向けた協議検討を行い、
関係機関を含めた合意形成・
連携体制を構築する必要があ
ります。

B 拡大

高齢者が住み慣れた地域で、健
康で有意義に暮らすため、地域
包括支援センターの機能充実を
図り、介護、予防、医療、生活
支援等のサービスが包括的、継
続的に提供される「地域包括ケ
アシステム」の構築を目指した
取組を推進します。

1

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-３-３　介護保険制度の円滑な運営

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

ケアマネジャーや介護職員等の
能力向上に向けた研修会や、介
護予防教室の開催等により介護
予防を推進し、保険給付と負担
の均衡を確保し健全な財政運営
を推進します。 高齢福

祉課

研修会や地域ケア会議等によ
る専門職への支援のほか、介
護予防教室の開催、居場所づ
くり等の住民主体の活動支援
を行いました。

高齢者と関係者に対する介護
予防の必要性、住民主体で行
う機運の醸成のため、より一
層の普及活動を行う必要があ
ります。

B 拡大

2

介護サービスの質の向上を図る
とともに、相談体制を強化しま
す。

高齢福
祉課

介護相談員が介護サービス事
業所を訪問し、利用者の相
談・苦情の対応を行うととも
に、サービスの実態を把握
し、利用者と事業所の橋渡し
を行いました。

事業所の増加に伴う訪問頻度
の維持、介護相談員とサービ
ス事業所との意見交換等、
サービスの質の向上に向けた
取り組みを強化する必要があ
ります。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策３-４　誰もが自立を目指せる環境の整備

３-４-１　自立に向けた就労支援・社会参加支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

社会福
祉課

公契約について各課から障が
い福祉事業所への依頼があっ
た際、各事業所への情報発信
を行いました。また、公契約
の実績や障がい福祉事業所の
自社製品や役務等について、
広報や市のホームページに掲
載し周知を図っています。平
成30年度は、「米沢市就労支
援事業所パンフレット」を作
成し、令和元年度より広く一
般に配布する予定です。

ハローワークや企業等と連携
した障がい者就労機会の確保
については実施できませんで
した。

B 継続

商工課

ホームページ、広報等にて厚
生労働省の障がい者雇用対策
に向けた制度や事業の周知を
図った。また、就業(内職）
相談において障がい者から求
職の相談があった際には関係
機関と連携を図った。

さらなる障がい者雇用の推進
等を図るため、企業に対し周
知等に努める必要がある。

B 継続

2

障がい者における社会参加支援
では、文化、スポーツ、レクリ
エーション活動等への参加を促
し、生きがいある生活を送るこ
とができるよう支援体制の充実
を図ります。

社会福
祉課

障がい者スポーツ教室は毎年
１回実施し、４０人程度参加
しています。令和元年度はス
ポーツ教室を２回に増やすと
共に、芸術作品展を初めて開
催する予定です。

障がいのある人のみの集まり
ではなく、いかに障がいのな
い人にも参加してもらえる
か、運営方法の検討が必要で
す。

B 拡大

3
障がいに応じたサービスや自立
に向けた支援についての相談体
制を強化します。

社会福
祉課

一般相談支援事業所２か所、
特定相談支援事業所７か所に
おいて、一人一人の状況に応
じたサービスをコーディネイ
トし、目標に向けた支援を
行っています。

障がい者のニーズは一人一人
異なり、その範囲は多岐に渡
り、ニースに対応できる制度
がなかったり、人手不足によ
り対応できなかったりと、相
談支援専門員が苦慮し疲弊し
ている現状です。また、
年々、利用者数が増加し相談
内容が深く多くなる状況で、
いかに相談支援専門員を増や
すかが課題となっています。

B 継続

4
障がいのある人を支援するた
め、手話奉仕員等の育成を推進
します。

社会福
祉課

手話奉仕員養成講座を毎年開
催しています。

講座の内容や開催時間の工夫
等を行っていますが、受講者
が増えず、手話奉仕員として
登録する人も少ない状況で
す。

C 継続

5
日常生活用具や補装具の支給や
貸与を推進します。

社会福
祉課

平成３０年度、日常生活用具
の給付は２，２２７件、補装
具の給付は交付８５件、修理
８４件でした。

日常生活用具の種目や基準額
が社会情勢に則しているか検
討が必要です。 B 継続

ハローワークや企業等と連携し
た障がい者就労機会の確保や、
本市における障がい者就労施設
等からの物品調達方針の一層の
推進を図るほか、企業や一般市
民への広報活動を展開し、福祉
的就労に関する理解の促進と
サービスの充実を図ります。

1

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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　３-４-２　障がい者福祉の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

在宅福祉サービスを充実させる
とともに、通所型サービス提供
施設等の福祉施設の整備を促進
します。

社会福
祉課

・福祉タクシー利用助成事
業、紙おむつ給付事業、人工
透析通院費助成事業、在宅酸
素療法者支援事業、軽度中等
度難聴児補聴器購入支援事
業、自動車燃料費助成事業を
実施しました。
・にじ家及び松風園に対し、
施設建設補助金を、身体障が
い者福祉協会及び手をつなぐ
育成会に対し活動補助金を交
付しました。

在宅福祉サービスの実施によ
り、障がい者の社会参加を促
進し、共生社会の実現に寄与
しています。

B 継続

2

障がいのある人に対して、必要
な情報をわかりやすく提供しま
す。

社会福
祉課

・「障がい(児)者の福祉ガイ
ド」及び「障がい福祉サービ
スガイド」を配布し、様々な
福祉制度や障がい福祉事業所
についての周知啓発を図って
います。
・広報や市ホームページへの
掲載やちらし・パンフレット
等の配布により様々な情報を
周知しています。
・視覚障がい者に対し、ＣＤ
を使った「声の広報」を配布
しています。

・「障がい(児)者の福祉ガイ
ド」及び「障がい福祉サービ
スガイド」は大変わかりやす
いと好評を得ています。
・市のホームページへの情報
掲載が不十分なので、できる
だけ早く整える必要がありま
す。
・「声の広報」の利用者が減
少しているので、利用拡大に
向けた取り組みが必要です。

C 拡大

3

総合療育訓練センターの機能を
有する機関の誘致や、障がい児
（発達障がいも含む）に対する
サービスの機能充実及び強化を
推進します。 社会福

祉課

・療育訓練機能を有するセン
ターの置賜地域への設置につ
いて、県への重要事業として
平成29年度より毎年要望して
います。
・発達障がい等の診断を受け
る前からサポートする事業と
して「発達障がい児等支援事
業」を実施しています。

・療育訓練機能を有するセン
ターの置賜地域への設置につ
いては、専門の医師不足等の
理由により困難との回答でし
た。
・発達障がい児等支援事業の
継続と共に、児童発達支援セ
ンターの設置と保育所等訪問
支援の実施に向けた検討が必
要です。

C 拡大

　３-４-３　福祉意識の向上

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

障がいのある人への市民の理解
を深めるための啓発活動を推進
します。

社会福
祉課

・障がい者権利擁護研修会を
開催し、障がい者への理解促
進を図りました。
・出前講座等で、障がいにつ
いてや、障がい者への接し方
等について説明し理解を深め
てもらいました。

・障がい者権利擁護研修会の
参加数増加に向けた検討が必
要です。
・「米沢市障がいのある人も
ない人も共に生きるまちづく
り条例」に係る事業の推進を
図ります。

B 拡大

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策３-５　身近な支え合いのあるまちづくりの推進

　３-５-１　地域福祉活動の担い手となる人材や団体の育成

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

社会福
祉課

民生委員を対象に、年１回の
研修会を市主催で開催してい
ます。また、民生委員児童委
員連合協議会に補助金を交付
して民生委員の資質向上を促
しています。

民生委員は地域福祉活動の担
い手ではあるが、地域では、
困り事があると民生委員任せ
になってしまう傾向にありま
す。

C 継続

高齢福
祉課

地域の身近な単位となる老人
クラブの活動を支援するため
助成を行い、地域活動を推進
しました。

老人クラブへの加入者は年々
減少しており、単位老人クラ
ブ数も減少している。地域福
祉活動の担い手として重要な
役目を持つ老人クラブの活動
を周知し、会員の増加を図る
必要があります。

B 継続

社会福
祉課

市・社会福祉協議会・民生委
員児童委員連合協議会が共催
する市民福祉大会の中で、全
市民を対象に講演会を開催し
ています。

更なる福祉に対する理解や支
え合いの意識の醸成には、従
来の方法とは違ったアプロー
チの検討が必要です。

C 継続

高齢福
祉課

認知症サポーターや消費者見
守りサポーター養成講座のほ
か、各種出前講座を開催し、
支え合いの地域づくりにつな
げました。

受講者は高齢者が多いため、
幅広い年代に受講してもらえ
る取り組みが必要です。

B 拡大

　３-５-２　地域福祉活動の場の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

社会福
祉課

未実施 地域から要望なし

E 継続

都市整
備課

実績なし 福祉関連部署及び商工課と連
携を取り、地域の需要を把握
し、効果的な施策を模索する
必要があります。

E 継続

1

地域福祉活動の担い手となる人
材や団体を育成するための研修
や活動への参加機会をつくると
ともに、協働により福祉活動を
行うための仕組みづくりを推進
します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

2

福祉に関する学習会や講習会を
開催し、福祉に対する理解や支
え合いの意識を醸成します。

1

地域福祉活動の場として空家、
空店舗等の活用を検討します。
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　３-５-３　地域福祉活動の推進と活動団体への支援

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

民生委員・児童委員やボラン
ティア等の地域福祉活動団体の
活動を支援します。 社会福

祉課

民生委員児童委員連合協議会
や社会福祉協議会に対して、
補助金を交付し、活動の支援
を行いました。

民生委員・児童委員の成り手
が不足しており、地域福祉活
動に対する住民理解を深める
（育成する）ことが必要で
す。

C 拡大

2

災害が発生した際に自力で避難
することが困難で、地域での支
援が必要な方々に対し、地域に
おける日頃の見守り活動を推進
します。

社会福
祉課

災害時要援護者避難支援制度
を普及し、地域において要支
援者の情報共有を行いまし
た。

地域における要支援者情報の
共有範囲を拡大するなど、制
度内容を再検討する必要があ
ります。 C 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策３-６　適切な医療を受けられる環境の整備

　３-６-１　地域医療体制の強化

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

かかりつけ医の普及を推進する
とともに、置賜地域医療情報
ネットワークシステム（OKI-
net）等の医療情報ネットワー
クを推進すること等により、他
の医療機関や福祉・介護施設と
の連携を強化します。

医事課

米沢市立病院地域医療支援推
進協議会を設置し、また、山
形県医療情報ネットワーク広
域連携にも参加することによ
り地域医療の連携強化を図っ
た。当院を受診した際は「か
かりつけ医」を受診するよう
に勧めた。患者の容態やケア
に対して理解していただき、
当院からの逆紹介（患者引き
受け）を積極的に行った。
一部の介護施設とは、患者の
ケアの在り方などについてテ
レビ会議を行った。

患者の大病院志向等があるこ
とから、医療機関の機能を
知っていただくために、チラ
シやホームページ等によりか
かりつけ医及びかかりつけ歯
科医の普及に向けた市民への
啓発を継続して行うことが必
要

B 拡大

2
周産期医療や母子救急医療体制
を強化します。

市立病
院（医
事課）

置賜地域周産期医療情報ネッ
トワークを利用し、搬送時の
母体搬送連絡票、新生児搬送
連絡票の送信及び検査データ
等を共有することにより、搬
送後の治療も迅速かつ適切に
行われている。

病院、医師の連携をさらに深
め、当該医療体制を継続する
必要がある。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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　３-６-２　市立病院の機能充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

老朽化の進む病院施設の建替事
業を推進するともに、必要な医
療機器の整備を図るほか、患者
の診療ニーズに対応した診療科
の設置を推進します。

病院総
務課

H29.1～米沢市医療連携あり
方検討委員会による協議を経
てH29.12米沢市医療連携あり
方に関する方針を公表。
H31.3米沢市立病院新病院建
設基本計画を策定し、H31.7
米沢市立病院・三友堂病院新
病院建設基本設計業務共同公
募型プロポーザルにより最優
秀者を選定しました。
新病院の開院までは、必要最
低限の医療機器を整備してい
きます。
H30.4歯科、H31.4歯科口腔外
科、血液内科を新たに標榜し
ました。

限られた期間の中で、２つの
病院とアメニティセンターを
接続して建設するため、法律
や規制等を適時にクリアにす
る必要があります。開院まで
に建設資金を確保する必要が
あります。

B 継続

2

大学医局への派遣依頼、医学生
及び看護学生に対する奨学資金
貸付制度の継続等に取り組み、
医師及び看護師の人材確保を推
進します。

病院総
務課

医師奨学資金は２名、看護師
奨学金は一定程度の人数に貸
付けをしており、医師の採用
はこれからですが、看護師の
採用には一定程度の効果が得
られています。薬剤師の確保
のため、新たに奨学金返還支
援貸付事業に取組みます。新
病院建設とそれに伴い急性期
医療が市立病院に集約される
ことを各大学医局にアピール
しながら医師派遣を要請して
います。

医師や看護師の確保には、市
としての取組みが必要であ
り、貸付資金への一般会計か
らの財政措置が必要と考えま
す。
一部の診療科では、医師が増
加していますが、内科系の医
師の確保が難航しています。

B 継続

3

米沢市立病院中長期計画の適切
な見直しを実施し、健全経営を
推進します。

病院総
務課

H29.2に米沢市立病院改革プ
ランを策定し、H29年度とH30
年度共に黒字化まであと一歩
のところまできています。

経営改善を更に進め、新病院
開院までに建設資金を確保す
る必要があります。 B 継続

4

地方独立行政法人への移行を含
めた経営形態を検討します。

病院総
務課

新病院開院の時期前後に独法
化できるよう情報収集や検討
をしています。

債務超過を解消するために黒
字化が必要になります。

D 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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　３-６-３　救急医療の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

休日や夜間の病院群輪番体制の
維持とともに、平日夜間・休日
診療所を運営します。

健康課

 市立病院・三友堂病院・舟
山病院の三病院で救急当番日
を決め、休日や夜間の救急医
療体制を維持した。また、日
曜日及び祝日の昼間並びに平
日の夜間において、急病患者
に対応するための診療所の運
営を行った。

 医師・看護師不足が懸念さ
れている状況下で、市立病院
の建て替えに合わせ、輪番制
による救急医療体制の在り方
や平日夜間・休日診療所にお
ける一次救急の在り方を検討
していく必要がある。

B 継続

2

入院や手術を要する重症の救
急患者の受け入れ体制の拡充を
推進します。

病院総
務課

H30耳鼻咽喉科医1名と眼科医
1名増、H31歯科口腔外科1名
増と手術のできる分野の医師
が増加しています。救急医療
を含めた急性期医療の集約に
向けて新病院建設を予定どお
り進めています。

救急医療の維持のために、救
急からの入院を安定的に受け
入れられるよう、内科系の医
師の確保が課題となっていま
す。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策３-７　社会保障制度の安定運営

３-７-１　低所得者福祉の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

生活保護に至る前の生活困窮者
に対する相談支援事業を推進し
ます。

社会福
祉課

（必須事業）
自立相談支援事業
住居確保給付金
（任意事業）
就労準備支援事業
子どもの学習支援事業

・就労による自立が見込み難
い「高齢の生活困窮者」に着
目した支援の強化
・自立生活の維持が見込める
生保相談者について生保担当
から生活自立支援センターへ
早期につなぐ等の初期対応の
強化

A 拡大

2

生活保護制度の適正な運営に努
めるとともに、就労による自立
支援を推進します。 社会福

祉課

診療報酬明細書等点検事業
体制整備強化事業（面接相談
員配置）
被保護者就労支援事業
被保護者就労準備支援事業

法の規定に従い、適切な支援
を行っている。

A 継続

３-７-２　国民健康保険制度等の適正運営

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

国保年
金課

広報掲載や個別通知など制度
の周知や医療費の状況につい
て時期に応じた情報提供を行
いました。また、脳ドック検
査費助成事業を行い、確保し
ている定員すべてで検査を実
施することができました。

被保険者の求める有意な情報
提供に努める必要がありま
す。より多くの被保険者に検
査の機会を提供できるように
する必要があります。 B 継続

健康課

国保被保険者に健診希望調査
を実施し健診の周知と集団健
診の申し込みを行った。特定
健康診査、特定保健指導を実
施し、その結果に基づき糖尿
病重症化予防事業、糖尿病予
防のための運動コースの保健
事業を行った。

特定健康診査の受診率は増加
傾向にはあるが、平成29年度
において県内最下位の状況で
ある。効果的な保健事業を展
開するためには、被保険者の
健康状態を把握し、分析した
結果に応じて効果的な事業展
開を図る必要がある。また、
糖尿病の重症化予防を図る観
点からも受診率を向上させる
ことが重要である。

B 拡大

2

保険給付と負担の均衡を確保し
健全な財政運営を推進します。

国保年
金課

医療費通知や後発医薬品差額
通知を行い給付の適正化を啓
発するとともに、平成29年度
に税率改正を行い財政運営を
黒字化することができまし
た。

制度改正により、主な保険給
付に関しては県単位で財政運
営を行う仕組みに変わったた
め、新制度に対応した健全な
財政運営を行う必要がありま
す。

B 継続

1

制度の啓発活動とともに、被保
険者の健康保持増進に向けた保
健事業を推進します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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３-７-３　国民年金制度の周知

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

国民年金制度の広報啓発活動を
推進します。

国保年
金課

年４回、年金記事の広報誌へ
の掲載、また、ポスター掲示
やチラシ配布により新制度の
周知を図りました。

市民にとって、より分かりや
すい広報記事の作成に努める
必要があります。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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第４章　自然と都市の魅力が調和し、賑わいと交流を促すまちづくり

施策４-１　快適で住みよい住環境づくりの推進

４-１-１　良好な住環境の整備推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

都市整
備課

住宅リフォーム総合支援事業
を継続し、住宅等の耐震化や
バリアフリー化の推進を図り
ました。

山形県の補助事業により、実
施していることから、引き続
き県に事業継続要望を行って
いく必要があります。

B 継続

高齢福
祉課

要介護・要支援認定者が介護
保険給付による住宅改修を希
望する際に、リハビリ専門職
を住宅改修アドバイザーとし
て派遣し、住宅改修に関する
助言を実施しました。

リハビリ専門職からの助言を
受ける機会がない人が多いた
め、専門的な立場から助言を
受けることができる体制を整
える必要があります。またＨ
30年度開始の事業のため、さ
らに十分な周知を行う必要が
あります。

B 継続

社会福
祉課

身体障害者手帳を所持してい
る人や難病がある人に対し、
住宅改修費の一部を助成して
います。

住宅改修費の一部を助成する
ことにより、経済的負担軽減
と、快適な住宅環境の整備に
寄与することができました。

B 継続

都市整
備課

高優賃住宅に入居する高齢者
の家賃補助を行い、高齢者の
安全かつ安定した居住の確保
に努めました。

今後は新規事業の着手は行わ
ず、管理機関終了まで民間事
業者に対して適正な指導、支
援を行ってきます。

B 継続

高齢福
祉課

高齢者に配慮したバリアフ
リー化された市営住宅に生活
援助員（ライフサポートアド
バイザー）を派遣し、緊急時
における対応を２４時間体制
で実施しました。

利用者の高齢化が進むに連
れ、更に多様なサービス支援
が必要となってくるため、生
活援助員が高齢者の状況を見
極めながら、必要とするサー
ビス利用につなげていくた
め、各専門職に橋渡しする役
割も必要となってきていま
す。

B 継続

3

市街地の空地や空家の有効活用
を促進します。 都市整

備課

空き家・空地バンクを開設
し、市場に流通できない物件
の有効活用を図りました。

老朽化などの問題を抱える物
件に対し、活用が促進される
ような補助制度の拡充が必要
です。

B 拡大

4

住居表示区域の拡大を図るとと
もに、街区表示板を整備し、市
民も来訪者も分かりやすい住居
表示を推進します。 市民課

建物の新築に伴う住所の付番
を適正かつ速やかに行い、住
居表示台帳の整備を図りまし
た。

届出義務が徹底されていると
は言えず、さらなる住居表示
制度の周知が必要です。街区
表示板については損傷対応の
みの状況が続いており、規模
の拡大が必要です。

D 拡大

5

都市公園の適正な整備、維持管
理を推進します。

都市整
備課

公園施設の機能を良好な状態
で供するため、公園維持管理
業務委託により、清掃、草
刈、樹木管理等を実施しまし
た。

市内の公園施設や樹木は20数
年経過しているため、公園施
設長寿命化計画に基づいた施
設の修繕や、樹木剪定等を計
画的に推進する必要がありま
す。

C 継続

6

危険な状態となっている住宅の
解体を促進します。 都市整

備課

不良住宅除却促進事業によ
り、解体費を補助することに
よって、危険な住宅の解体を
実施しました。

空き家の発生は増加すること
が推測されており、補助金制
度の拡充が必要です。 B 拡大

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

住宅等の耐震改修やバリアフ
リー化に対する支援制度を継続
するなど、安心して居住できる
住宅環境整備を推進します。

2

市街地における高齢者向け優良
賃貸住宅等の利用を促進しま
す。
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４-１-２　良質な市営住宅としての管理

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

市営住宅へのニーズに対応した
計画的な改修を推進します。

都市整
備課

長寿命化計画に基づき改修工
事を実施し、居住性の向上と
安全性の確保を図りました。

住宅の多くが耐用年数を経過
し、狭隘で老朽化が著しく住
環境が悪化していることか
ら、今後も継続し事業を推進
していく必要があります。

B 継続

2

市営住宅の適正な管理運営を継
続し、希望する市民が安心して
入居できる環境づくりを推進し
ます。

都市整
備課

耐用年数が経過し、入居者と
の合意形成がなされた住宅に
ついて除却を行い、入居者の
安全性の確保と居住性の向上
を図りました。

住宅の多くが耐用年数を経過
し、狭隘で老朽化が著しく住
環境が悪化していることか
ら、今後も継続し事業を推進
していく必要があります。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策４-２　秩序ある土地利用と景観形成の推進

４-２-１　適切な土地利用の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

財政課

平成27年度に調査を再開し、
災害発生の危険性が高い区域
（土砂災害警戒区域等）にあ
る集落部を中心に平成30年度
までに0.88k㎡の現地調査を
完了しましたが、業務委託の
人件費の高騰や調査区範囲の
区割り等の理由から、調査面
積は第2期指標よりも0.08k㎡
減となりました。

進捗率向上に繋がる新たな調
査手法の採用や現行の地籍調
査の手法による調査範囲の拡
大に努めます。
また、現地調査の事前準備と
して、未相続や共有の土地の
代表となる者の特定、公図や
登記簿の修正等が必要です
が、これらの作業について可
能な限り早期に着手する体制
を整えるよう努めます。

B 拡大

総合政
策課

土地取引に関する届出の適正
な事務処理を行った。

特になし。

B 継続

都市整
備課

都市計画マスタープランに基
づき、計画的な土地利用に向
けた都市計画の運用に努めま
した。

密度の濃いコンパクトなまち
づくりに向けて、居住や都市
機能の誘導等、具体的な取組
を進めていく必要がありま
す。

B 継続

1

国土利用計画法及び土地利用関
係法の適切な運用により、基本
方針に基づく計画的な土地の利
用を図るとともに、地籍調査事
業により地籍情報を明らかに
し、土地資産保全及び課税の適
正化等を推進します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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４-２-２　コンパクトなまちづくりの推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

地域特性に応じた計画的な都市
機能を誘導し、適切な土地利用
を推進するため、立地適正化計
画の策定を検討します。

都市整
備課

平成30年度より、立地適正化
計画の策定に着手しました。

計画が適切に推進されるため
には、居住や都市機能の誘導
等、具体的な取組を進めてい
く必要があります。

B 継続

総合政
策課

中心市街地の活性化を目的に
西條天満公園や図書館と市民
ギャラリーの複合施設「ナセ
BA」等の整備を行ってきた。
平成28年に「ナセBA」が開館
し、米沢市と米沢商工会議所
で組織する米沢市中心市街地
活性化協議会では、ナセBAを
中心とした賑わいづくりに寄
与する事業となるワーク
ショップや各種イベントの誘
発などの活動を推進すること
で、公共施設の利用促進及び
交流人口の拡大を図り、民間
の活動を刺激しています。

ナセBAが整備されたことで利
用者が中心市街地を訪れるよ
うになり、通行量調査でも休
日の歩行者・自転車通行量が
減少傾向から横ばいになりま
した。ナセBAのほか、西條天
満公園などを活用した各種イ
ベントが開催され、中心市街
地を回遊する賑わいづくりを
行っている中、ランチ提供店
舗や改装店舗が出るなど、少
しづつ商店街も変化していま
す。このように、効果は徐々
に現れてくることから、今後
も継続した賑わいづくりが必
要です。

B 継続

商工課

商業活性化拠点整備事業とし
て、チャレンジショップを
行った。市内商店街の空店舗
等への本格的な出店に向け、
試験開店等の機会を提供して
いる。空店舗活用補助や、専
門家による空店舗ツアーなど
を実施した。

出店したい業種によって空店
舗がそのまま使える場合と、
大きなリフォームを要する場
合がある。。立地と構造の両
方で満足する空店舗を見つけ
るのは難しいと思われる。

B 継続

総合政
策課

中心市街地活性化協議会とし
て、商店街と連携し、ナセBA
を中心とした飲食店を紹介す
るランチマップを発行し、飲
食店のPRを図ったほか、学生
を中心にナセBAで宿題等の相
談を受ける「ナセBAで過ごす
夏休み」を実施するなど、中
心市街地の賑わいづくりイベ
ントを開催しました。

イベント等は一時的な賑わい
づくりにとどまるため、商店
街等の経常的な賑わいづくり
が課題です。また、イベント
の中心的なメンバーは大学生
のため、地元商店街の店主や
不動産オーナーなど実際に拠
点を構える事業者に参画を促
す必要があります。

B 継続

商工課

新文化複合施設を中心とする
周辺飲食店を紹介するランチ
マップの発行を行った。

主に取材などの活動をする学
生が毎年変わるため、新たな
要素はあるものの前年度の内
容を踏襲したようなものに
なっている。

B 継続

中心市街地活性化基本計画事業
を推進するとともに、市街地の
空地や空家、空店舗等を有効活
用し、まちなか居住を促進する
など、買い物や医療・福祉等の
生活サービス機能が集積した中
心市街地を核とした密度の濃い
コンパクトなまちづくりを推進
します。

2

3

新文化複合施設（図書館・市民
ギャラリー）を拠点として、商
店街との連携や多様なイベント
等により、中心市街地の賑わい
を創出します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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４-２-３　魅力ある景観形成の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

都市整
備課

平成28年に景観まちづくり基
金を創設し、これを原資とし
て、民間が行う城下町らしい
景観整備等の事業に対し、補
助金を交付しました。

事業実施箇所が点在している
ことから、事業効果をより高
めるために「まちなみ」を意
識した整備の取組が必要で
す。

B 継続

観光課

指定管理施設としての上杉記
念館や古民家を活用した道の
駅田沢を、本市観光の重要な
資源として施設の維持管理を
行っている。

施設の老朽化が著しく、大規
模な改修が必要である。

D 拡大

都市整
備課

業界団体への事業協力や個別
案件への対応等を通じて、景
観に配慮した看板の設置をお
願いしました。

屋外広告物規制の権限は県に
あり、民間が設置する看板に
対して市として対応していく
には限界があります。 D 縮小

観光課

観光案内看板等の設置にあ
たっては、景観に配慮した設
置を行った。

・市が設置する観光案内看板
等については、引き続き、景
観に配慮した設置を行ってい
く。
・市以外の者が設置する看板
等についても、景観に配慮し
た設置をお願いしていく。

E 継続

都市整
備課

街路樹桝への花の植栽や、公
共用地への樹木の植栽等を行
い、市民と協働で市内の緑化
を行いました。

緑化拡大や市民意識の向上の
ため、緑化PRの検討が必要で
す。 D 縮小

社会教
育課

〇花いっぱい運動の推進（小
野川花小町公園の整備、町内
会等への花苗支援、街路樹桝
美化推進事業など）

〇H30年～新規事業として街
路樹桝美化推進事業に取り組
み、モーゼスレイク通りの街
路樹桝全てにマツバギクを植
花した。１年が経過し、美し
く花が咲く一方で、桝によっ
ては雑草の方が育っている箇
所もあり、継続した整備が必
要である。

B 継続

環境生
活課

市内を流れる各河川（天王
川、松川、小樽川及び太田
川）の水質調査を実施した。

市内を流れる各河川は、全て
最上川に流入しており、下流
域に与える影響が大きいた
め、今後も継続的な河川の水
質調査を実施し、現況把握と
対策推進に係る情報収集に努
める必要がある。

B 継続

農林課

「ようざん桜の杜」協議会を
設立し、愛宕地区を中心とし
た桜の植樹に取り組みまし
た。

当面は、地区と協議しながら
維持管理が可能な範囲で植樹
を進める必要があります。 B 継続

3

都市公園の適正な整備、維持管
理を推進するとともに、花と樹
木におおわれたまちづくりを推
進します。

4

吾妻山や斜平山等の森林や最上
川や鬼面川等の河川環境を保全
します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

良好な景観形成を推進するとと
もに、名所・旧跡等の歴史・文
化的景観資源を有効活用し、市
民との協働で整備・保存するな
ど、城下町らしい景観の形成を
推進します。

2

景観に配慮した看板等の設置を
推進し、市民が暮らしやすく、
誰もが訪れたいと感じる都市空
間形成を推進します。

51



施策４-３　利便性の高い道路・交通網の整備

４-３-１　道路交通網の整備促進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

土木課

・東北中央自動車道の側道
(市道金谷川井東線)の延長
743mを道路舗装工事を実施し
ました。

・東北中央自動車道の側道未
舗装整備区間の残延長が相当
あるため、事業効果の高い場
所から計画していきたい。 B 継続

都市整
備課

平成29年11月4日東北中央自
動車道（福島～米沢間）が開
通するとともに、米沢中央イ
ンターチェンジの供用が開始
されました。

高速交通ネットワークの整備
効果を最大限発揮するための
取組が必要です。

A 廃止

2

広域交通網の充実を図るため、
周辺地域間を結ぶ国道、県道等
の主要道路の整備を促進しま
す。

土木課

・国道や県道の整備促進を図
るため、市も事業に対し、支
援を行い関係機関への陳情や
要望活動を実施しました。

・早期の事業完成を目指すた
めには、土地所有者や地元関
係者等の協力が必須であり、
また重要事業として国や県等
の関係機関へ継続的に要望活
動を実施していく必要があり
ます。

C 継続

４-３-２　市内道路の整備の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

円滑な道路交通網を構築するた
め市街地環状線の整備を促進す
るとともに、まちなかの回遊性
や利便性を高めるための道路整
備を推進します。

土木課

市街地環状線の整備を目的と
した道路整備は実施しません
でした。

今後も優先順位を厳選のうえ
整備を進めていく必要があり
ます。

E 継続

2

生活道路の利便性向上と安全性
の確保を図るため、交差点等の
道路改良や歩道整備を推進しま
す。

土木課

交差点改良工事や交付金事業
による自歩道整備工事を実施
し、利便性向上及び安全確保
を図りました。

要望数が多く、新規事業にな
かなか着手出来ない状況で
す。 D 継続

3

道路等の維持・更新費用を平準
化し、計画的な管理を推進しま
す。 土木課

本市で管理する全ての橋梁に
ついて、5年に1度、定期点検
を行い、計画的に補修を行い
ました。

橋梁の老朽化が著しく、今後
も急速な増加が見込まれま
す。 B 継続

1

東北中央自動車道及びアクセス
道路の建設促進活動を行うとと
もに、米沢～米沢北間への（仮
称）米沢中央インターチェンジ
の建設促進を支援します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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４-３-３　公共交通機関の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

市民バスの利便性向上を推進
し、公共交通機関の充実を図る
とともに、デマンド型交通シス
テムの導入を推進します。

総合政
策課

各沿線地区との協議を重ね、
乗合タクシーへの移行やバス
路線の継続運行など、地域の
実情に応じた公共交通の実施
により、利便性向上につなが
りました。広幡地区において
も、乗合タクシーの実証実験
運行を実施中です。

今後は少子高齢化が更に進
み、公共交通の重要度が高ま
る中、市全体の公共交通ネッ
トワークを考える必要があり
ます。 B 継続

2

鉄道やバスの利便性向上に向け
て事業者へ要望します。

総合政
策課

新規事業についても、各事業
者への要望活動を行いまし
た。

要望内容によっては、見直し
の検討が必要となります。

C 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策４-４　安全な水の供給と水環境の保全の推進

４-４-１　安全な水道水の安定供給

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

業務課

老朽給水管交換業務
H28～H30　858件

当該業務は、民地内での作業
となるため、市民の同意が得
られず交換を拒否される場合
がある。

B 継続

水道課

H28　中央監視システム更新
舘山浄水場取水口監視カメラ
更新
H30　自家発電装置更新
水質検査を定期に実施

施設の整備(更新等)は、ア
セットマネジメントにより計
画的に更新し更新費用の平準
化を図る。 B 継続

2

施設の更新時に水需要予測等か
ら施設能力の見直し等を行い、
適正な規模での更新や耐震化等
の施設整備を推進します。

水道課

H28 田沢浄水場施設整備
H29 舘山配水区受水施設基本
計画策定

舘山浄水場の廃止にあたって
議会の付帯決議もあり、様々
な検証や関係者との協議が必
要である。

D 継続

４-４-２　生活排水対策の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

【管渠整備に関すること：下
水道課】
下水道事業計画区域の概成に
30年以上を要することに加
え、下水道を整備しても費用
対効果が低い。

B 縮小

【施設の維持管理に関するこ
と：下水道課】
公共下水道・農業集落排水処
理施設とも、終末処理場等の
施設の老朽化が著しい。

B 継続

【普及促進事業に関するこ
と：業務課】
公共下水道普及促進補助金・
水洗便所等改造資金融資利子
補給金等のより一層の活用促
進が必要になる。

B 継続

2

下水道事業計画区域外及び農業
集落排水事業処理区域外での合
併処理浄化槽の設置を推進する
とともに、浄化槽設置者に対し
て適正な維持管理を指導しま
す。 業務課

循環型社会形成推進交付金に
よる「米沢市合併処理浄化槽
整備事業費補助金」及び県単
独補助事業である「米沢市浄
化槽整備促進事業費補助金」
を活用することで、対象地域
内における合併処理浄化槽の
設置推進を図った。

汲み取り便槽及び単独処理浄
化槽からの転換を図るため、
合併処理浄化槽設置に係る各
種補助金制度の活用促進を図
る必要がある。
また、浄化槽の適切な管理を
推進するため、不適切な管理
者に対しては改善命令等によ
る指導が不可欠である。

B 継続

1

安全な水道水を供給するため、
施設の整備や適正な水質検査を
実施することにより水源から末
端給水栓までの水質の安全性を
高めます。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

業務
課・下
水道課

補助事業を活用することによ
り、効率的に下水道の整備を
実施するとともに、供用開始
区域内において公共下水道普
及促進補助金・水洗便所等改
造資金融資利子補給金の普及
促進事業により、公共下水道
等への接続を促すことで、生
活環境の改善と公共用水域の
水質保全を図った。
また、施設の適正な維持管理
により、安全で快適な市民生
活を確保することが出来た。

1

管きょや終末処理場等の適正な
整備と維持管理を推進し、供用
開始区域内における公共下水道
等への接続を促します。
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４-４-３　河川の水質保全

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

環境生
活課

市庁舎市民課のモニター画
面、広報紙により、市民の油
流出事故防止の意識啓発を
行った。

油流出事故は毎年起こってお
り、人為的ミスの防止や雪害
対策などの啓発を行っていく
必要がある。

B 継続

業務課

供用開始区域内において公共
下水道普及促進補助金・水洗
便所等改造資金融資利子補給
金の普及促進事業により、公
共下水道等への接続を促進し
た。
さらに循環型社会形成推進交
付金による「米沢市合併処理
浄化槽整備事業費補助金」及
び県単独補助事業である「米
沢市浄化槽整備促進事業費補
助金」の活用により、対象地
域内における合併処理浄化槽
の設置推進を図った。
これらの取組みにより、生活
環境の改善と公共用水域の水
質保全を図った。

各種補助金制度の活用促進に
向けたPRが必要になる。

B 継続

４-４-４　地下水の保全

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

米沢地区地下水利用対策協議会
と連携して適正な揚水に向けた
啓発活動を推進するとともに、
雨水浸透ますの設置等による地
下水の人工涵養、地下水の散水
に依存しない融雪システム等の
研究、開発を進め、効果的な地
下水の保全対策を推進します。

環境生
活課

地下水の適正利用や地盤沈下
防止の啓発を目的とした啓発
チラシを市内の隣組に回覧し
た他、米沢地区地下水利用対
策協議会だよりに、地下水採
取量調査の結果を掲載した。
米沢地区地下水利用対策協議
会及び山形大学と連携して、
散水に依存しない融雪実験を
実施した。

地盤沈下はわずかずつではあ
るが進行しているため、今後
とも地下水の揚水・散水に依
存しない融雪の普及が必要で
ある。

B 継続

最上川等身近な水辺環境の美化
と河川の水質保全を図るための
啓発活動を推進します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1
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施策４-５　様々な情報とつながる環境づくりの推進

４-５-１　情報通信基盤の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

地域間の情報格差の解消を図る
とともに、情報通信技術の発展
に適切に対応できる環境整備を
推進します。 総合政

策課

本市が中山間地域等に整備し
た情報通信基盤施設を民間通
信事業者に貸付け、インター
ネット通信サービス等の提供
を行い、地域情報化の推進を
図った。

当該施設を適切に維持管理し
ていく必要がある。

B 継続

４-５-２　情報教育の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

社会教
育課

〇視聴覚機材の購入（H30：
ビジネスプロジェクター１
台、デジタル一眼レフカメラ
1台、有線マイク1台）

〇情報教育に不可欠なプロ
ジェクター等の視聴覚機材を
整備し、貸出している。各種
講座でPCやデジタル資料の使
用が一般的になっているた
め、貸出件数は増加している
が、比例して不具合や故障が
増え、メンテナンスに課題が
ある。

B 継続

学校教
育課

小学校16校、中学校4校の児
童生徒用ＰＣ等の情報機器を
更新しました。

更新したＰＣを最大限有効に
活用するため、校内の学習系
ネットワークの老朽化及び無
線が届かない範囲への対応が
必要です。

A 拡大

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

市民に対する情報教育を充実さ
せるとともに、学校教育におけ
る情報教育環境の整備を推進し
ます。
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４-５-３　電子自治体の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

市民サービスの向上を図るた
め、マイナンバー制度の利活用
を推進します。

総合政
策課

マイナンバーカードを利用し
て、住民票の写しの交付を電
子申請で申し込めるようにし
ました。
また、各種証明書の交付をコ
ンビニで受けられるサービス
を開始する予定です。

市民サービスの拡充を図るた
め、今後もマイナンバーカー
ドの活用事例等について情報
収集を行う必要があります。

B 継続

2

ホームページ等を利用して行政
情報を分かりやすく積極的に発
信するとともに、電子申請等を
活用した行政サービスを充実さ
せます。 総合政

策課

ホームページの全面的なリ
ニューアルを行い、利用者に
とって必要な情報が見つけや
すく、内容が分かりやすくな
るよう心掛けました。
また、近年の閲覧環境の変化
に合わせてスマートフォン等
への対応を行い、利便性の向
上を図りました。

利用環境の移り変わりの大き
い分野なので、最新の通信技
術や利用者の動向について注
視し、適切に対応する必要が
あります。

B 継続

3

情報通信ネットワークにおける
個人情報の保護や安全対策を推
進します。

総合政
策課

マイナンバー制度の施行に伴
い、本市で運用する情報ネッ
トワークについて、高度なセ
キュリティ対策を実施しまし
た。
また、これに合わせてセキュ
リティポリシーを改定し、適
正な運用を行っています。

マイナンバーを含む重要な情
報の運用や管理について、今
後も必要に応じて見直しを行
い、適切に対応する必要があ
ります。 B 継続

4

複数の地方公共団体が共同で情
報システムを利用する自治体ク
ラウドの推進に取り組みます。 総合政

策課

置賜圏域の自治体でシステム
を共同で導入し、現在、生活
保護、下水道受益者負担金、
人事給与の業務で運用を行っ
ています。

共同化が可能な業務につい
て、他の自治体と検討及び調
整を継続していく必要があり
ます。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策４-６　環境にやさしいまちづくりの推進

４-６-１　環境保全意識の高揚

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

環境についての情報を知る機会
を増やし、市民生活と環境との
関連について学習することによ
り、市民の環境保全意識の高揚
を促進します。

環境生
活課

市ホームページにおいて、環
境施策や温暖化対策に関する
情報を取りまとめた環境情報
ページを公開しているほか、
市広報でも定期的に温暖化対
策を中心とした記事を掲載し
た。
平成28年度から令和2年度ま
での期間で、市内の全小中学
校で地球温暖化防止講演会を
開催しているほか、平成30年
度からは、市内の小学生（４
～６年）とその保護者を対象
に、木質バイオマス発電所見
学会（夏休み親子社会科見
学）を開催した。

環境情報ページのアクセス数
が少ないため、内容の充実を
図るとともに、トップページ
等からアクセスしやすいホー
ムページを作成する必要があ
る。
市民の環境保護や温暖化防止
への知識の醸成を図るため、
次世代を担う子どもたちから
大人まで、幅広い世代に対す
る環境教育・環境学習を継続
して実施していく必要があ
る。

B 継続

４-６-２　低酸素社会の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

総合政
策課

木質バイオマス、風力、太陽
光など複数の再生可能エネル
ギー事業者が本市に参入し
た。

本市が所管する各種法令遵守
の指導はもちろんのこと、事
業が円滑に進むように、地元
との合意形成に係る調整を引
き続き図っていく必要があ
る。

B 継続

環境生
活課

町内会等が設置している街路
灯をLED化する際に、一定額
の補助金を交付した。このこ
とで、全街路灯の90％程度が
LED電灯となった。

左記補助金終了後、町内会等
で設置したLED街路灯を球切
れや故障後に蛍光灯へ戻すこ
となく、維持してもらうこと
が必要。

B 廃止

４-６-３　公害の防止

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

騒音、振動、悪臭等に関し、公
害を防止するため、法令に基づ
いた指導を強化するとともに、
発生時の早期対応体制の整備を
推進するなど、市民の生活環境
や健康を守る取組を推進しま
す。

環境生
活課

寄せられた苦情に対して迅速
な現場対応を行うことを最優
先事項とし、被害拡大の防止
及び問題解決に向けた策を講
じた。
公害苦情件数は減少傾向にあ
る。

公害には至らない問題に対し
ては口頭による指導に留まる
ため、必ずしも苦情申立人に
納得していただけないケース
があり、問題解決に向けて粘
り強く交渉する必要がある。

A 継続

1

バイオマス等の地域に賦存する
再生可能エネルギーの導入を推
進するほか、街路灯のLED化や
電気自動車及びプラグインハイ
ブリッド自動車の普及を促進
し、省エネルギーを推進しま
す。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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４-６-４　省資源・循環型社会の構築

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

自然環境に対する負荷の軽減を
図るため、３Ｒの推進等、環境
に配慮した資源の循環的な利用
を促進します。

環境生
活課

各種出前講座やＨＰなどで資
源物のリサイクル、３Ｒの推
進等を呼びかけた。
また、新たに小型家電の回収
を行い資源の循環利用に努め
た。

リサイクルできる新聞紙や雑
紙、ビン、缶などが可燃性ご
みや不燃性ごみとして捨てら
れている。 B 継続

環境生
活課

ごみの減量化、再資源化を推
進するために学校や地区衛生
組合等で出前講座等を実施し
た。
米沢市衛生組合連合会の研修
会、支部活動、各種事業に対
して支援を行い組織機能の強
化を図った。

ごみの減量化、資源化量が第
３期米沢市ごみ処理基本計画
の目標値に届いておらず更な
るごみの減量化、再資源化が
必要である。 B 継続

社会教
育課

出前講座による対応
D 継続

学校教
育課

学校教育の中で、特に社会科
や家庭科、総合的な学習の時
間において、環境教育の充実
が図られています。

新学習指導要領の中に取り上
げられている消費者教育につ
いてさらに意識して指導して
いく必要があります。

B 継続

４-６-５　ごみの適正収集運搬・不法投棄防止

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

適正な収集回数について検討す
るとともに、分別方法等の情報
提供を強化します。

環境生
活課

プラスチック製容器包装の収
集回数について、年３６回を
３５回に変更した。
ＨＰに事業系ごみ及び食品ロ
スに関するページを新たに掲
載し、適正な処理と減量につ
いての情報提供を行った。

人口減少や高齢化など様々な
変化が生じており、今後も適
正な収集回数について検討し
ていく必要がある。
分別についても、不適正なご
みの分別が発生しているた
め、分別方法等について効果
的な情報提供の方法を検討し
ていく必要がある。

B 継続

2

ごみの不法投棄の防止体制を強
化し、適正に収集及び処分され
るよう環境を整備します。

環境生
活課

廃棄物適正処理員を配置し、
不法投棄防止パトロールを実
施した。また、不法投棄防止
を呼び掛ける看板や旗、監視
カメラを設置し、不法投棄の
抑止を図った。

不法投棄が依然として根絶さ
れていないため、パトロール
ルートや不法投棄防止看板及
び監視カメラの設置箇所等を
検討し、より効果的な不法投
棄防止対策を行っていく必要
がある。

B 継続

2

ごみの減量化と再資源化を推進
するため、家庭、学校、社会で
の環境教育を充実させるととも
に、地区衛生組合の組織機能の
強化を促進します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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４-６-６　斎場の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

施設の計画的な改修と適正な維
持管理を推進します。

環境生
活課

火葬炉４つについて、火葬を
円滑かつ確実に、周辺環境へ
の排煙等の影響を最小限にす
るため、定期的に修繕を行っ
た。
平成30年度に耐震診断を行
い、待合室棟については耐震
補強が必要という結果であっ
た。

建物の耐震化や火葬炉等の各
種設備の計画的な修繕により
施設の長寿命化を図っていく
とともに、今後、斎場の建替
えや各種設備の更新を検討し
ていく必要がある。

B 拡大

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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第５章　安全安心に暮らせるまちづくり

施策５-１　いざというときに備えるまちづくりの推進

５-１-１　防災基盤の強化

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

環境生
活課

指定避難所となっている小中
学校に防災資機材倉庫を配備
した。また、学校のみならず
指定避難所に災害時に必要な
保存水や簡易トイレ、毛布等
の備蓄品を備えた。

防災資機材倉庫の全学校設置
はできていない（残り３
校）。倉庫設置スペースの選
定が困難な学校があり、その
地区の備えをどうするかや、
今後の学校統廃合計画を見据
え、災害時の備えを検討して
いかなければならない。備蓄
品についてはまだまだ不足し
ている。

B 継続

土木課

緊急輸送道路上の橋梁のう
ち、細原橋及び八幡原大橋の
耐震化事業を行っています。

現在実施している2橋の耐震
化事業の完了を目指します。

D 継続

都市整
備課

公共施設耐震化計画策定事業 庁舎や病院の整備や各施設特
有の性質、整備の方向性等の
問題から公共施設の耐震化に
ついては各施設所管課の個別
計画に委ね、公共施設等総合
管理計画に基づき、整備を図
ることが必要です。

E 廃止

下水道
課

ストックマネジメント計画に
基づき、計画的に米沢浄水管
理センターの耐震化を実施
中。

耐震化が図られていない施設
について、引き続き耐震化を
実施する必要がある。 B 継続

水道課

老朽管更新事業や配水管布設
替事業により管路の耐震化を
図る。
H28～H30　φ75～300㎜
L=5,468m

口径のダウンサイジング・工
事の効率化を検討する必要が
ある。

B 継続

教育総
務課

西部小学校東屋内運動場大規
模改修工事を実施し、非構造
部材の耐震化を進めた。

屋内運動場の非構造部材耐震
化工事を行う場合は授業等や
社会開放に支障が出るため、
学校と十分に工程を協議する
必要がある。

B 継続

1

防災活動拠点となる公共施設や
ライフライン施設等の耐震化を
図り、都市基盤施設の防災に配
慮した整備を推進します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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５-１-２　地域防災力の強化

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

自主防災組織の設立促進、災害
時行動マニュアルや防災マップ
の作成、防災訓練や研修等を実
施して、日頃から災害時におい
ても円滑に対応できる体制を整
備します。 環境生

活課

防災組織設立促進のために
は、なにより地域の防災意識
を高める必要がある。意識向
上のきっかけとして、自主防
災組織リーダー研修会や受講
料金を市で負担したり、市主
催で防災の基礎知識講座を開
催した。また、ハザードマッ
プを作成し、市民に配布する
予定がある。

自主防災組織の設立を働きか
けても、組織維持の負担感か
ら、なかなか設立に動けない
町内会が多くある。

A 継続

2

事業所や地域等における防災訓
練等の実施による防災意識の啓
発活動を推進します。 環境生

活課

防災訓練をした自主防災組織
に対し、資機材の提供を行っ
た。

設立時盛り上がって熱心に活
動していても、メンバーの高
齢化や変更で、続かないとこ
ろもある。 A 継続

５-１-３　消防力の強化

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

置賜広域行政事務組合消防本部
と連携して消火栓、防火貯水槽
等の消防施設の充実を図るとと
もに、火災等災害発生時の消
防・救急救助に係る緊急要請体
制を継続するほか、市民に対す
る初期消火訓練、応急手当講習
会を引き続き実施します。

環境生
活課

消火栓、防火貯水槽は、年度
毎計画的に設置した。
初期消火訓練、応急手当講習
会、自主防災会等が主催する
出前講座において、積極的に
行った。

消防施設等のインフラを充実
を図る前に、置賜広域行政事
務組合消防本部のほか市上下
水道部とも連携し、統一した
台帳の整備が必要である。

B 継続

2

消防団員の確保を図るほか、消
防団活動に必要な設備等の整備
を推進し、消防力の強化を促進
します。

環境生
活課

消防団の確保を図る方策を立
てる前に、各分団長から実情
の聞き取り調査と分析を行っ
た。
また、消防団を構成している
各分団から、団員の装備品の
需要調査を行い、予算の範囲
内で購入を具現化した。

毎年度の消防団員の新規加入
者が低調なため、定員割れが
続いている。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策５-２　普段から安全を心がけるまちづくりの推進

５-２-１　交通安全対策の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

土木課

道路改良舗装工事により、交
差点や狭隘道路の改良を推進
しました。
また、道路照明灯設置工事や
道路反射鏡設置工事等を実施
し、交通安全施設の整備を推
進しました。

要望数が多く,新規事業にな
かなか着手出来ない状況で
す。（建設担当）

特にありません。(維持担当
として)

B 継続

環境生
活課

交差点や見通しの悪い道路に
カーブミラーを設置した。ま
た、古くなった照明灯やカー
ブミラー等の修繕、交換を
行った。

カーブミラー設置通知書の発
送に時間を要するため、通知
発送時期も広報に掲載する等
の対応が必要である。 B 継続

2

交通安全関係団体と協力・連携
して交通安全意識の啓発を図る
とともに、交通指導員による交
通安全指導体制を充実させま
す。 環境生

活課

交通安全関係団体と協力して
各種啓発活動の実施や参加を
し、交通事故発生件数及び負
傷者数の減少に繋がった。ま
た、交通指導員による指導体
制の充実を図り、児童・生徒
の登校時の交通安全を確保し
た。

交通安全に関心のない方への
交通教室参加等の働きかけが
必要である。

B 継続

５-２-２　防犯対策の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

社会教
育課

街頭補導活動（H30:128回）
列車マナー指導
研修会（学校・警察との情報
交換、先進地視察研修）

補導活動の日誌を見ても、外
で遊ぶ子どもは少なくなって
いる。子どもたちの活動の場
が、ネット上に移行し活動の
様子が目に見えなくなってい
ることが課題。

B 継続

環境生
活課

防犯協会各支部と連携し街頭
指導を行った。また、安全・
安心なまちづくり米沢市民大
会や少年の主張大会を開催し
青少年の非行、犯罪防止に努
めた。

活動により一定の効果が得ら
れていると考えられるが、防
犯協会、暴力追放推進協議会
ともに高齢化や活動人数の減
少が見受けられる。 B 継続

2

街路灯や防犯灯の設置を推進す
るほか、必要に応じて防犯カメ
ラの設置を検討します。 環境生

活課

街路灯のLED化や防犯灯の設
置等暗がり解消に努めた。

防犯カメラの設置に関して、
通学路安全点検の結果も含め
検討する必要がある。

B 継続

1

地域ぐるみの自主防犯活動を支
援するとともに、関係団体等と
の連携による街頭指導や防犯教
育の実施等により、青少年の非
行防止や青少年に対する犯罪防
止を推進します。

1

交差点、狭幅員及び見通しの悪
い道路の改良を推進するととも
に、道路照明灯やカーブミラー
等の交通安全施設の整備を推進
します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

63



５-２-３　消費者被害の防止と消費者教育の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

消費生活センターの機能充実を
図るとともに、関係機関との連
携により相談及び情報提供体制
を強化します。

環境生
活課

研修会への参加などにより消
費生活相談員のスキルアップ
を図り、消費生活相談体制の
強化に努めた。また、定期的
に学校やコミュニティセン
ターなどに啓発物を配布し、
情報提供を行ったり、出前講
座を開催した。

特殊詐欺の形態が多様化して
いることに加え、消費者に関
係する法令等の改正も様々行
われる。このため、消費生活
相談員をはじめとする職員の
スキルアップを継続的に行っ
ていく必要がある。
また、関係機関と情報交換を
密に行うことで、多くの方に
的確に情報提供を行っていく
ことも引き続き必要である。

B 継続

2

消費者に対する啓発活動及び消
費者教育を推進します。

環境生
活課

高齢者の消費者被害防止のた
め「消費者見守りサポー
ター」の養成や、学校の先生
向けの講座の開催、地域の人
たちと消費者教育に関する紙
芝居やガイドブックの制作を
行い、様々な年代への消費者
教育に取り組んだ。

令和4年度から成年年齢が引
き下げられることに伴い、消
費者教育の充実を図っていく
必要がある。さらに各年代に
対応した消費者教育を推進す
ることで、消費者トラブルの
未然防止等を図っていく必要
がある。
加えて、多岐にわたる消費者
被害を未然に防ぐため、地域
全体で子ども、高齢者等を見
守る仕組みづくりの強化を
図っていく必要がある。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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施策５-３　冬期も安全安心に暮らせるまちづくりの推進

５-３-１　総合的な雪対策

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

 総合的な雪対策の指針となる
雪対策総合計画を策定します。

総合政
策課

平成30年5月に雪対策総合計
画を策定した。

計画に基づく事業を着実に推
進していく必要がある。

B 継続

５-３-２　効率的な除排雪体制の確立

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

除雪指定路線の状況に応じた効
率的な除排雪を推進するため、
除排雪業務委託の全体的な見直
しや除雪車運行管理システムの
導入を検討するとともに、雪に
配慮した道路整備のあり方を検
討します。 土木課

除雪車運行管理システム導入
に向け、平成30年度に除雪業
者３者の除雪車両にGPSを搭
載し、業務委託の精算方法を
検討するための実証試験を実
施しました。

・実証実験したところ、時間
精算の方が委託費を縮減でき
るとの結果にはなったが、平
成３０年度は少雪で検証の根
拠としては弱いことから、引
続き試験を行う必要がある。
・システム導入の費用につい
て、本市の委託費算出方法の
見直し等により縮減を図る必
要がある。

D 継続

土木課

地区説明会（15地区）及び米
沢市広報（12.1号）で除排雪
協力会の組織化についてお願
いをした。

平成30年度に8つの除排雪協
力会が組織化され476団体と
地域除排雪体制は順調に推進
されていることから、継続し
ていく。 B 継続

社会福
祉課

雪下ろし及び除雪が困難な在
宅障がい者に対し、雪下ろし
費用の助成や除雪援助員の派
遣を行いました。

支援は継続して必要とするこ
とから、除排雪に関する地域
の協力者・協力団体等を増や
す取り組みが必要です。

B 継続

高齢福
祉課

雪下ろし及び除雪が困難な在
宅高齢者に対し、雪下ろし費
用の助成や除雪援助員の派遣
を行いました。

高齢者人口や単身高齢者世帯
の増加により、今後も支援を
必要とする世帯は増加するこ
とから、除排雪に関する地域
の協力者・協力団体等を増や
す取り組みが必要です。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

2

地域との協力により除排雪協力
会の組織化を推進するととも
に、高齢者・障がい者世帯への
雪下ろし等に対する支援を推進
します。
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５-３-３　道路、住宅等における融雪施設等の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

土木課

緊急性の高いところから、流
雪溝の整備を実施していま
す。

数多くの未整備箇所(流雪溝)
があります。

B 拡大

都市整
備課

住宅リフォーム総合支援事業
を継続し、住宅等の克雪化の
推進を図りました。

山形県の補助事業により、実
施していることから、引き続
き県に事業継続要望を行って
いく必要があります。

B 継続

５-３-４　雪害防止の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

地吹雪が発生する箇所への防雪
柵設置や山間部等におけるなだ
れ防止対策を推進します。

土木課

地吹雪多発路線である市道古
志田町林泉寺一丁目線につい
て、防雪柵を設置しました。

要望数が多く、防雪柵の整備
には多額の費用を要するとと
もに、設置後、毎シーズンの
維持管理費用も必要となるた
め、設置風向・風速や降雪量
等の気象条件の調査・解析や
交通量に対する費用対効果な
ど、設置には事業効果を十分
検討する必要があります。

B 継続

５-３-５　雪を利用した産業、観光の振興

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

上杉雪灯篭まつり等の雪を活用
したまつりを継続させるととも
に、雪国の魅力を伝えるイベン
ト等の開催により、冬期間の観
光誘客を推進します。

観光課

上杉雪灯篭まつりの継続的な
開催に加え、県の雪活用補助
金を活用し、米沢城御三階の
再現など会場内でのイベント
の拡充を図った。
また、やまがた冬のあった回
廊キャンペーン実行委員会と
連携し、観光資源やイベント
等の情報を全国に発信し冬期
間における誘客促進を図っ
た。

上杉雪灯篭まつりについて
は、イベント拡充等の効果に
より観光入込客数が増加して
いる。これを一過性のものと
せず、また、冬期間全体の誘
客促進を図るために、温泉米
沢八湯会等の団体と連携して
やまがた冬のあった回廊キャ
ンペーンでの取組事業を継続
して実施していく必要があ
る。

A 継続

2

市内のスキー場と連携し、冬の
スポーツツーリズムを推進しま
す。

観光課

スキー客誘客のため、冬期誘
客キャンペーン・キャラバン
の実施、共通割引クーポン
（抽選券付）の発行、ふるさ
と納税返礼品等を実施した。

市内からの誘客だけでなく、
福島や北関東圏からの誘客に
向けた効果的なPRを継続推進
する必要がある。

B 継続

3

 雪氷熱エネルギーの利用を検
討します。

総合政
策課

山形大学が実施する研究事業
のうち、利雪や雪氷熱エネル
ギーに関わる研究に関して連
携した。

今後とも大学での継続した研
究活動に期待するとともに、
新たな連携方法を模索する。 C 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

流雪溝の整備を推進するほか、
融雪設備や雪害防止策等、住宅
等の克雪化を支援するととも
に、克雪化の普及に向けた啓発
活動を推進します。
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第６章　持続可能なまちづくり(協働・行政経営)

施策６-１　ともに協力し合い、行動するまちづくりの推進

６-１-１　市民と行政が一体となったまちづくり推進体制の整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

総務課

審議会等の委員に公募枠を設
け、市報等により公募を実施
した。

公募を実施したものの、応募
する市民が少なく、目標値に
は届かなかった。 C 継続

総合政
策課

H28～30年度で17件のパブ
リックコメントを実施し、市
民から計110件の意見を得
た。
協働提案制度については、
H28～30年度で22件の提案が
あり、19件を採択した。

パブリックコメントの周知を
図り、より多くの市民の意見
を得られるようにする必要が
ある。
住民ニーズの多様化やコミュ
ニティ力の低下により、地域
課題や行政課題は増加傾向に
ある。今後とも既存の仕組み
を活かしながら協働によるま
ちづくりを推進していく必要
がある。

B 継続

秘書広
報課

広報よねざわでパブリック・
コメント、審議会公募などを
掲載した。

他の記事と比べて優先して掲
載する必要があるものの、掲
載の優先度を決める調整が難
しい。

B 継続

2

まちづくり人財養成講座等の事
業を展開し、市民のまちづくり
プランを具現化しやすい環境整
備を図るとともに、まちづくり
に参加するＮＰＯ団体等の育成
を促進します。

社会教
育課

まちづくり人財養成講座を通
して、まちづくりに積極的に
関わり合いを持とうとする市
民の育成を図っている。 C 継続

６-１-２　地域コミュニティの活性化

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

町内会等の自治組織の活性化
を促進するとともに、自治意識
を高める啓発活動を推進しま
す。

総合政
策課

総合政策課としては特に行っ
ていない

コミュニティ機能の低下が問
題となる中、防災、福祉、環
境など様々な分野でその活性
化は解決すべき課題であり複
雑化・多様化している。

E 継続

2

地域づくり活動の中核となる人
材育成を支援します。 社会教

育課

コミュニティ活動推進連員連
絡協議会の活動を通し、コ
ミュニティの活性化を図って
いる。

B 継続

3

地区の特色を活かしたコミュニ
ティビジネスの創出等の地域づ
くりを多角的に支援します。

総合政
策課

平成27年度までに実施した
「輝くわがまち創造事業」を
きっかけに、地域の特色を生
かした、自主財源確保に向け
た活動を実践する地域もあ
り、なかには「協働提案制度
補助金事業」により支援を
行った地域もある。

人口減少や少子高齢化が急速
に進む中、優先的に取り組む
べき課題は「コミュニティビ
ジネスの創出」のような事業
支援よりも、地域住民自らが
地域課題を共有し、地域の将
来プランを策定しながら地域
課題解決のための取組を持続
的に実践する組織の形成・運
営支援である。

B 継続

1

パブリック・コメント制度や審
議会等における委員公募制度、
協働提案制度を推進し、様々な
場面で市民がまちづくりに参加
できる体制づくりの整備を図
り、市民からの提言や提案が市
政に反映される仕組みづくりを
整備します。

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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６-１-３　行政情報提供の充実

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

秘書広
報課

広報よねざわのＰＤＦを市
ホームページに掲載するとと
もに、スマートフォンで閲覧
できるように民間の広報誌閲
覧アプリ等を利用した情報の
発信を行った。

広報誌閲覧アプリなどの民間
サービスに広報誌の情報を提
供しているが、複数件登録す
ると情報をアップする作業が
煩雑になり、事務の負担に
なっている。

B 継続

総合政
策課

既存のホームページやフェイ
スブックに加え、新たに公式
ユーチューブチャンネルを開
設しました。
動画配信により、より多様で
効果的な行政情報の発信が可
能となりました。

多くの閲覧数を獲得するため
には、魅力的な動画を作成す
る専門的な知識と、定期的な
更新が必要となります。 B 継続

2

市政に関する理解度を高めても
らうため、まちづくり出前講座
等を充実させます。 社会教

育課

引き続き、生涯学習ハンド
ブックに掲載し、広く周知を
した。

B 継続

６-１-４　コミュニティ活動の拠点整備

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

老朽化したコミュニティセン
ター等施設の整備・改修を計画
的に推進します。

社会教
育課

H29：
旧敬師児童センター改修工
事、上郷コミセン新築の設計
委託
H30：
山上コミセンを移転
上郷コミセンを新築
窪田コミセン新築の用地購
入、設計委託
R1：
上郷コミセン外構工事、移転
田沢コミセン新築の設計委託

現時点ではコミセン建設を対
象とした補助金制度がないた
め、期限付の地方債を利用す
るしかなく、今後も継続して
整備が可能であるか不透明で
ある。
また、コミセンとなった以降
に整備された施設についても
長寿命化計画に基づき計画的
に改修を実施しなければなら
ない時期に来ている。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

行政情報を分かりやすく公開す
るとともに、インターネットを
活用するなど、行政情報の提供
手段の拡充を推進します。
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施策６-２　男女共同参画の推進

６-２-１　女性の参画機会の確保

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

総合政
策課

女性委員ゼロの審議会等の解
消、各種審議会等への女性委
員の登用を推進するために、
各課等に対し、女性委員を積
極的に登用するよう呼び掛け
を行う。

女性委員の登用率について
は、計画において35％を目標
としているが、平成30年度の
登用率は25.8％で目標に達し
ていない。

B 継続

商工課

ホームページ、広報等にて厚
生労働省及び山形県の女性活
躍推進に向けた制度や事業の
周知を図った。

さらなる就業機会の確保のた
め、企業に対し関係助成金の
周知等に努める必要がある。 B 継続

こども
課

延長保育を全ての保育所及び
認定こども園において実施し
ました。また、病児対応型病
児保育を２か所の保育所で実
施する等、保育サービスを充
実することで就労している子
育て世帯を支援しました。

仕事と子育ての両立や育児不
安の解消に向けた子育て支援
の充実を図る必要がありま
す。

A 拡大

商工課

ホームページ、広報等にて厚
生労働省及び山形県のワー
ク・ライフ・バランスの推進
に向けた制度や事業の周知を
図った。

さらなる子育て支援の充実等
を図るため、企業に対し周知
等に努める必要がある。 B 継続

６-２-２　男女共同参画意識形成の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

男女共同参画を進める団体やグ
ループの活動を支援するほか、
家庭、学校、地域における男女
平等観に立った教育を充実させ
るための学習機会の拡大を推進
します。

総合政
策課

県が主催する事業と連携して
団体活動の支援や家庭、学
校、地域における男女共同参
画の視点に立った学習機会の
拡大を推進。

男女共同参画を進める市内女
性団体間のネットワークの形
成を図る。

B 継続

2

男女の役割分担意識を改革する
ため、研修会等の啓発事業や
ホームページ等の活用による情
報提供を充実させます。

総合政
策課

まちなかでの啓蒙普及に向け
たチラシ配布。職員向け特別
研修。市民向け男女共同参画
標語・川柳の募集。

啓蒙普及の浸透度合いの測
定。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

女性の就労機会の拡大に向けた
取組や各種審議会等への積極的
な参画を進めること等により、
様々な分野における参画機会の
拡大に向けた環境を整備しま
す。

2

子育て支援の充実等により*仕
事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）を促進します。
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６-２-３　女性の権利擁護

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

総合政
策課

内閣府で定めた「女性に対す
る暴力をなくす運動」（１１
月１２日～２５日）に合わせ
た啓発パネル展の開催、また
重要文化財「旧米沢高等工業
学校本館」においてパープル
ライトアップを実施すること
で、ＤＶに対する認識を深
め、人権尊重のための意識啓
発を行う。

パネルの展示について、より
多くの市民に見てもらえる場
所を検討する。

B 継続

こども
課

リーフレットの窓口配布等を
行いＤＶ・セクハラ防止に係
る啓発を行いました。

ＤＶ・セクハラ防止につい
て、さらに理解促進を図って
いきます。

B 継続

2

女性の健康を支援するための相
談機能を充実させます。

健康課

電話相談、各種事業を通して
保健師や助産師が女性の健康
相談に対応した。
また、女性特有のがん検診
（子宮・乳がん）の周知を行
い検診受診者の増加を図っ
た。

がん検診の受診率は増加して
いるが、まだ低率となってお
り、より一層の周知が必要で
ある。
また、山形県がん総合相談支
援センターと連携を図り、乳
がん検診の必要性についてさ
らなる普及啓発を図ることや
相談窓口の周知が必要であ
る。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

ドメスティック・バイオレンス
やセクシャル・ハラスメント等
の防止策を推進し、女性の人権
を守るとともに個性と能力を十
分に発揮できる環境づくりを推
進します。
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施策６-３　健全な行政経営の推進

６-３-１　財政健全化の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

米沢ブ
ランド
戦略課

ふるさと納税制度は、近年返
礼品に対する注目度が高く、
多くの自治体で地域産品を採
用など自治体間での競争が激
しいが平成30年度は約5.5億
円の寄附を集めた。

本市は、ふるさと納税の対象
団体の指定を受けているが、
独自財源の確保のため、継続
して指定を受ける必要があ
る。このため、事務や取組内
容を見直しながら、適切に制
度を運用していく必要があ
る。また、返礼品取扱事業者
と連携をとり情報の共有や取
組みを推進していく必要があ
る。

A 拡大

納税課

収納率向上のために、少額滞
納者への折衝機会を増やすと
ともに、新規滞納者抑制、高
額滞納者対策のための人員配
置を変更しました。
また、平成30年度より軽自動
車税のコンビニ収納を開始し
ました。収納率はほぼ横ばい
(29年度:99.0%→30年
度:99.1%)でありましたが、
納税者の納付機会の拡大に一
定の効果がありました。

　平成30年度現年度収納率
は、市税99.25%、国保94.55%
と毎年度(平成28年度以降)逓
増し、高水準を維持しており
ます。
　今後は、現年度収納率を維
持・向上させるため、納税者
の利便性を確保していくため
の、新たな納税方法等を導入
していきたいと考えていま
す。
　しかし、本市における10期
徴収を地方税に基づく本則4
期徴収へと移行させない限
り、他市等に比べ徴税コスト
等は掛かり増ししています。

B 拡大

2

必要な事業を厳選するととも
に、事務事業の効率化等により
行政コスト全体の縮減を推進し
ます。

財政課

予算編成において、財政健全
化計画に掲げられた施策を確
実に実施するとともに、財務
事務の見直しにより、決裁や
合議の簡素化を図り、事務の
効率化を推進しました。

今後、市立病院建替等の大規
模事業が控えており、健全財
政の維持に向けた追加の施策
や更なる事務事業の効率化等
を検討する必要があります。 B 継続

3

公共施設等について、更新コス
ト等の低減を図るため、総合的
かつ計画的な管理を推進しま
す。

総合政
策課

平成28年度末に米沢市公共施
設等総合管理計画を策定しま
した。保有総量の適正化や維
持管理・運営効率の向上、安
全・安心で快適な利用環境の
確保を基本原則とし、全庁的
な推進体制のもと、公共施設
のあり方や整備事業等の調整
を行っています。

空きストックの活用や複合化
等の検討を含め、保有面積の
削減に向けて庁内調整を密に
しながら進めていますが、個
別施設の動きをより具体的に
進める取組が必要です。 B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

自主財源の確保を図るため、市
税等の収納率向上や受益者負担
の適正化等に加え、広告収入の
拡充、ふるさと応援寄附金制度
の有効活用を推進します
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６-３-２　質の高い行政サービスの提供

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

総合政
策課

持続的かつ安定した行政サー
ビスを提供するために、老朽
化したシステムの更新を行い
ました。

行政サービスの多様化に伴っ
て、業務システムが複雑化
し、その数も増加していま
す。これらの管理と運用をで
きるだけ効率的に行う必要が
あります。
行政情報の提供では、様々な
発信手段により行うことが可
能でありますが、必要な情報
をより効果的に提供できるよ
うに、引き続き取り組んでい
く必要があります。

B 継続

市民課

戸籍総合システムについて
は、制度改正等に随時対応し
機能の充実を図ったほか、平
成29年機器リプレイスでは、
リース契約から機器購入へと
切り替え、経費の抑制を図り
ました。

戸籍法の一部改正等により、
マイナンバー制度の情報提供
ネットワークシステムを利用
した本籍地以外の戸籍証明書
発行等の新規業務が発生する
こととなり、新規業務に対応
したシステム改修等が必要と
なります。

B 拡大

６-３-３　組織機構の改革と職員の能力向上

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

市民ニーズに柔軟に対応できる
機能的な組織管理体制を構築す
るとともに、適正な職員数を維
持します。

総務課

部長会議等で各部等の組織の
現状や課題について意見交換
を行った。また市民の利用し
やすい窓口の検討を新庁舎建
設に向けて設置された窓口検
討部会で行い、所管事務の移
管や組織再編などの意見を取
りまとめた。

新庁舎開設を見据えての組織
見直しを行う必要がある。

B 継続

2

市職員の能力向上に寄与する研
修等の活動を充実させます。

総務課

基本研修（経験年数や役職に
応じ必要な能力の育成）、特
別研修（基本研修では習得し
えない能力及び職務上必要な
社会情勢に即した能力の育
成）、派遣研修（専門分野の
能力の育成等）、自己啓発
（都市交流等）の実施。

時勢に応じた研修とするた
め、適宜見直し等を行う。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合

1

市民が必要とする行政サービス
を利用しやすいようにするた
め、関連業務の窓口サービスの
総合化や電子申請等の行政事務
手続の簡素化等を推進するとと
もに、広報、ホームページに加
え、ソーシャル・ネットワーキ
ング・サービスを積極的に活用
し、市政に関する情報をわかり
やすく公開します。
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施策６-４　他自治体との広域連携の強化

６-４-１　置賜地域内の連携の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

現在実施しているごみ処理事業
や消防事業等の共同事務事業の
効率化を推進します。

環境生
活課

東南置賜2市2町から発生する
し尿の処理施設である米沢ク
リーンセンター及び南陽ク
リーンセンターについて、人
口減に伴う効率的なし尿処理
体制の構築等を目的とし、米
沢浄水管理センター敷地内に
2施設の機能を集約した施設
を建設することを計画した。
  東南置賜2市2町の広域消防
運営の基盤である「消防10か
年整備計画」を策定し、計画
的に施策を実施した。

令和６年度からの供用開始に
向けて、特に米沢浄水管理セ
ンターの周辺住民やし尿運搬
車両通行ルートの周辺住民に
対し、説明会などを通して理
解を得ていく必要がある。
　置広消防本部及び米沢消防
署新設について、先延ばしと
なっているため、新設用地、
施設の規模等定っていない。

B 継続

2

置賜３市５町で構成する置賜地
域移住交流推進協議会と連携
し、移住交流人口拡大の取組を
推進します。

総合政
策課

首都圏等において、やまがた
ハッピーライフカフェ（置賜
地域）を開催したり、県外の
移住交流希望者の方々を対象
にしたやまがた暮らし体験ツ
アー（置賜地域）などを実施
したりしながら、広域での魅
力発信に取り組む。

置賜３市５町でのさらなる連
携強化

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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６-４-２　自治体との広域的な連携の推進

No 取組内容 担当課 実施内容 課題 評価
今後の
方向性

1

村山、福島、会津圏域等の近隣
圏域と連携した広域的事業を推
進します。

観光課

・広域連携による訪日外国人
旅行者の誘客及び受入態勢の
強化を図るため、H28年度か
ら会津圏と、また、令和元年
度からは福島市とそれぞれ連
携し、東北観光復興対策交付
金を活用し、着地型情報誌の
製作、旅行商品造成に向けた
ファムツアー等の事業を実施
している。
・「福島圏域連携推進協議
会」（平成30年11月19日設
立、本市はオブザーバーとし
て参加）において、各道の駅
等を巡るスタンプラリー事業
を実施し、周遊効果を図っ
た。

現在の連携を継続しつつ、
2021年に開催される東北デス
ティネーションキャンペーン
に向けて、さらなる広域での
取り組みが求められる。

B 拡大

2

他地域との災害時の相互応援協
定締結の拡充を推進します。

環境生
活課

他自治体とはこの期間に締結
していないが、企業等との応
援協定は１３ヶ所と締結し
た。

姉妹都市及び交流がある自治
体とはすでに協定締結を行っ
ている。今後は、企業との応
援協定締結拡充を推進してい
く必要がある。

E 継続

3

全国の市町村との連携を深め、
共通する行政課題を持つ市町村
との情報交換を推進するととも
に、共同して制度改正等を国に
要請します。

総合政
策課

①本市が中心市となり置賜３
市５町で置賜定住自立圏を形
成し、令和元年度から置賜定
住自立圏共生ビジョンに基づ
き、福祉・産業・移住定住等
の分野において事業を推進し
ている。
②福島・宮城・山形の11市町
村により平成30年11月に設立
した福島圏域連携推進協議会
に本市も参画しており、観
光・移住定住促進・職員合同
研修等の事業を実施してい
る。
③置賜総合開発協議会では、
置賜３市５町の広域的な課題
について要望書を作成し、国
や県などの関係機関に要望活
動を行っている。

①置賜定住自立圏の取組で
は、共生ビジョンに掲載した
事業を進めるとともに、新た
に連携すべき事業がないか模
索していく必要がある。
②福島圏域連携推進協議会で
は、各種事業を推進するとと
もに、福島市を中心市とする
連携中枢都市圏の形成を目指
しており、本市がどのように
参画すべきか、引き続き検討
していく必要がある。

B 継続

【施策評価】　A：計画以上に進捗し、期待以上の成果を得た
　　　　　　　B：概ね順調に進捗し、ほぼ期待した成果を得た
　　　　　　　C：概ね順調に進捗したものの、期待した成果は得られなかった
　　　　　　  D：進捗が遅れており、成果もあまり得られていない
              E：未実施
【今後の方向性】
　　　　　　　拡　大…総合計画の目標を達成するためにサービス水準の向上や事業規模等を拡大する必要がある場合
                     （予算増を伴わない場合を含む）
　　　　　　　縮　小…必要性や緊急性の低下、市民ニーズの減少によって、施策の事業規模等を縮小する必要がある場合
　　　　　　　継　続…施策にかかる事務事業構成や実施方法ともに現行水準を維持していくことが適当な場合
　　　　　　　廃　止…後期基本計画において施策・事業を廃止する予定がある場合
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